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第５節 災害情報収集及び被害報告取扱 

    計画 

 全 部 

 

本計画は、市（災害対策本部）が災害情報及び被害報告を迅速、確実に収集し、県及び関係機

関に通報、報告するために必要な事項を定め応急対策の迅速を期すものである。 

収集に当たっては、特に市民の生命にかかわる情報の収集に重点を置く。 

 

１ 災害情報の収集 

(1) 被害状況及び災害応急対策に関する情報 

収集、伝達すべき情報の主なものは、次のとおりである。 

ア 緊急要請事項 

イ 被害状況 

ウ 火災の発生状況と延焼拡大状況 

エ 交通規制等道路交通状況 

オ 観光客等の状況 

カ 自衛隊活動状況 

キ 避難状況 

ク 避難の勧告、指示又は警戒区域設定状況 

ケ 避難所の設置状況 

コ 避難生活の状況 

サ 災害応急対策実施状況 

シ 緊急輸送実施状況 

ス 生活必需物資の在庫及び供給状況 

セ 物資の価格、役務の対価動向 

ソ 医療救護施設の設置状況並びに医療救護施設及び病院の活動状況 

タ ガス、水道、電気等生活関連施設の状況 

チ 復旧見込み等 

(2) 情報収集手段 

ア 市は、通信手段を確保するとともに、情報収集・伝達要員を24時間体制で確保して、迅

速かつ適切に情報収集に努める。 

イ 市は、防災行政無線、消防無線及び自主防災組織及び郵便局職員の協力を得るなど、情

報収集手段を用いながら迅速な情報の収集に努める。また、インターネットを活用し、広

く情報を収集していく。 

ウ 大規模な災害が発生し、甚大な被害が予想される場合は、県に対して県防災ヘリコプタ

ーの出動を要請し、次の事項の情報収集に努める。 

(ア) 災害発生場所、延焼の状況 

(イ) 建築物の被害状況 
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(ウ) 市民の動向 

(エ) 道路被害状況（道路交通機能確保状況） 

(オ) 公共機関及び施設の被害状況 

２ 被害状況の調査 

  市における被害状況の調査は、次のとおり各課において分担し、関係機関及び関係団体の協

力を得て実施する。 

被 害 調 査 区 分 調査担当責任者 協 力 団 体 名 等 

一般被害及び応急対策状

況の総括 
総務部長 

 

住家等の被害 財務部長  

農林水産業関係被害 農林水産部長 農協、農業共済、漁協 

商工業関係被害 文化観光商工部長 商工会 

社会福祉関係被害 福祉部長 各施設の長 

衛生、保健、病院 市民生活部長 各施設の長 

道路、橋梁、土木関係被

害 
建設部長  

上下水道関係被害 水道局長、市民生

活部長、生月支所

長 

 

文教、文化財関係被害 教育次長 

文化観光商工部長 

各施設の長 

火災 消防長  

３ 被害報告の基準、種別、報告要領 

(1) 被害報告等の基準 

報告すべき災害は、おおむね次のとおりである。 

ア 災害救助法の適用基準に合致するもの。 

イ 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの。 

ウ 災害が２都道府県以上にまたがるもので、１の都道府県における被害は軽微であっても

全国的にみた場合に同一災害で大きな被害を生じているもの。 

エ 災害による被害に対して、国の特別の財政援助を要するもの。 

オ 災害による被害が当初は軽微であっても、今後ア～エの要件に該当する災害に発展する

おそれがあるもの。 

カ 地震が発生し、当該都道府県の区域内で震度４以上を記録したもの。 

キ その他災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて報告する必要があると認めら
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れるもの。 

(2) 被害報告等の種別 

報告の種別等は、次の表のとおりである。 

種  別 摘        要 

災害概況即報  災害（人的被害又は住家被害が発生した場合）の具体的な状況、個別

の災害現場の概況等を報告する場合、災害の当初の段階で被害状況が十

分把握できていない場合（例えば、地震時の第一報で、死傷者の有無、

火災、津波の発生の有無等を報告する場合）には本様式を用いること。 

被害状況報告  原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただ

し、被害額については、省略することができる。 

事業別被害報告  他の法令又は通達等に基づき、市長が知事に対して行うものである。 

なお、被害報告先の防災関係機関一覧については、資料１－１参照のこと。 

(3) 被害報告等の要領 

ア 被害報告については、災害の規模及び性質によって短時間に正確な事項別に被害状況を

把握することが困難な場合があり、かつ全体の被害状況が判明してからの報告では、県に

おける災害状況の把握が遅れ支障をきたすので、まず災害が発生した場合は、直ちに災害

の態様を通報するとともに、併せて災害対策本部の設置状況など、災害に対してとられた

措置を報告する。 

イ 被害報告は、災害の経過に応じて、把握した事項から逐次行うが、特に死傷者、住宅被

害を優先させる。 

ウ 「被害の認定基準」の人的被害の計上に関する取扱については、「(4) 人的被害の把握

に係る事項」によるものとする。 

 

被害の認定基準 

被 害 区 分 認    定    基    準 

人 

的 

被 

害 

死 者  当該災害が原因で死亡し、死体を確認した者又は死体は確認で

きないが、死亡したことが確実な者 

行方不明者  当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いがある者 

重 傷 者  当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要の

ある者のうち１か月以上の治療を要する見込みの者 

軽 傷 者  当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要の

ある者のうち１か月未満で治療できる見込みの者 
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住 家  現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家

であるかどうかを問わない。 

住 
 

 
 

 

家 
 

 
 

 

被 
 

 
 

 

害 

全 壊  住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわ

ち、住家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損

壊が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもの

で、具体的には、住家の損壊、消失若しくは流失した部分の床面

積がその住家の延床面積の70％以上に達した程度のもの、又は住

家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で

表し、その住家の損害割合が50％以上に達した程度のものとす

る。 

大規模半壊 居住する住宅が半壊し、構造耐力上、主要な部分の補修を含む

大規模な補修を行わなければ、当該住宅に居住することが困難な

もの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の50％以上

70％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住

家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が40％以上

50％未満のものとする。 

半 壊 住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、す

なわち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用で

きる程度のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積

の20％以上70％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済

的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家損害割合が

20％以上50％未満のものとする。 

床 上 浸 水  住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊に該当しない

が、土砂竹木のたい積により、一時的に居住することができない

もの 

床 下 浸 水  床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。 

非 

住 

家 

被 

害 

非 住 家  住家以外の建物でこの報告中他の被害箇所項目に属さないも

の。これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家と

する。 

 なお、この被害は、全壊又は半壊の被害を受けたもののみを記

入する。 

公 共 建 物  庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用に共する建物

とする。 

そ の 他  公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

そ
の
他 

田 の流出、

埋没 

 田の耕土が流出し、又は砂利等のたい積のため、耕作が不能に

なったものとする。 

田 の 冠 水  稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 
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畑の流出、

埋没、冠水 

 田の例に準ずる。 

文 教 施 設  小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、特別支援学

校及び幼稚園における教育の用に供する施設とする。 

そ 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

の 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

他 

道 路  道路法第２条第１項に規定する道路のうち、橋梁を除いたもの

とする。 

橋 梁 
 道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とす

る。 

河 川  河川法が適用され、若しくは準用される河川若しくはその他の

河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床

止その他の施設若しくは沿岸を保全するために防護することを必

要とする河岸とする。 

港 湾  港湾法第２条第５項に規定する水域施設、外かく施設、けい留

施設、又は港湾の利用及び管理上重要な臨港交通施設とする。 

砂 防  砂防法第１条に規定する砂防施設、同法第３条の規定によって

同法が準用される砂防のための施設又は同法第３条の２の規定に

よって同法が準用される天然の河岸とする。 

清 掃 施 設  ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

が け 崩 れ  自然がけ及び宅地造成に伴う人造がけの崩落、崩壊等により人

及び建物に被害を及ぼし、又は道路、交通等に支障を及ぼしたも

のをいう。 

 ただし、被害を与えなくても、その崩落、崩壊が50ｍ3を超える

と思われるものは報告するものとする。 

鉄 道 不 通  汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 

船 舶 被 害  ろかいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行

不能になったもの及び流失し、所在が不明になったもの、並びに

修理しなければ航行できない程度の被害を受けたものとする。 

水 道  断水している戸数のうち、最も多く断水した時点における戸数

とする。 

電 話  災害により通話不能となった電話の回線数とする。 

電 気  災害により停電した戸数のうち、最も多く停電した時点におけ

る戸数とする。 

ガ ス  一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数の

うち、最も多く供給停止となった時点における戸数とする。 

ブロック塀  倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 
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り 災 世 帯  災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を

維持できなくなった生計を一にしている世帯とする。 

 例えば寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので

共同生活を営んでいるものについては、これを一世帯として扱

い、また同一家屋の親子、夫婦であっても、生活が別であれば分

けて扱うものとする。 

 り 災 者  り災世帯の構成員とする。 

被 
 

 
 

害 
 

 
 

金 
 

 
 

額 

公 立文教施

設 

 公立の文教施設とする。 

農林水産施

設 

 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法

律（昭和25年法律第169号）による補助対象となる施設をいい、具

体的には、農地、農業用施設、林業用施設、漁協施設及び共同利

用施設とする。 

公共土木施

設 

 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和26年法律第97

号）による国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には、河

川、海岸、砂防施設、林地荒廃防止施設、道路、港湾及び漁港と

する。 

その他の公

共施設 

 公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施

設をいい、例えば、庁舎、公民館、児童館、都市施設等の公用又

は公共の用に供する施設とする。 

農 産 被 害  農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウ

ス、農産物等の被害とする。 

林 産 被 害  農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の

被害とする。 

畜 産 被 害  農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の

被害とする。 

水 産 被 害  農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えば水産物、漁具、

漁船等の被害とする。 

商 工 被 害  建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器

具等とする。 

そ の 他 
 上記の被害金額の区分を除く住家等の被害とする。 

 

 (4) 人的被害の把握に係る事項 

   人的被害の計上については、平成 24 年３月９日付け消防応第 49 号（平成 25 年３月 29 日

消防応第 14 号改正）に基づき、以下のとおりとする。 
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  ア 「死者」について 

   (ｱ)死者の扱いについて 

    以下に掲げるものについては、死者として計上する。 

    ａ 死体を確認したもの（身元不明のものも含む。） 

    ｂ 当該災害による負傷の悪化又は避難生活等における身体的負担による疾病により死

亡し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）（以下「弔慰金

法」という。）に基づき、災害が原因で死亡したものと認められたもの（当該災害

が原因で、所在が不明なものは除く。） 

 

   (ｲ) 死者の計上場所について 

    (ｱ)ａのケースについては、原則、被災地（「本人が実際に害を受けた場所（市町村）」

以下同じ。）で計上するものとするが、それにより難い場合は、次の例を参考に判断する。 

    ａ 土砂崩れや河川の氾濫に巻き込まれたものなどで、被災地と死体発見場所が異なる

と考えられる場合 

番

号 
状    況 報   告   内   容 

１ 
被災地が確定又は推定

できる場合 
被災地で計上 

２ 

被災地が不明で、かつ

死体発見場所が確定又

は推定できる場合（た

だし、４の場合を除

く。） 

死体発見場所で計上 

３ 
被災地も死体発見場所

も不明な場合 

死亡届に添付される「死亡診断書（死体検案書）」の欄

「外因死の追加事項」の「障害が発生したところ」（記

載がない場合は、「死亡したところ」）に記載された市

町村で計上 

４ 

被災地が不明な場合

で、明らかに災害場所

と関係ない場所で死体

が発見された場合 

居住地、勤務地、出張先若しくは旅行先などを勘案

し、適当と認められる市町村で計上 

 

    (ｱ)ｂのケースについては、原則として弔慰金法に基づき災害による死亡と認定した市

町村とするが、被災地や死亡地等災害の様態から、当該市町村で計上することが不適当と

考えられる場合は、上記表に準じて判断することができる。 

 

  イ 「行方不明者」について 
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   (ｱ)行方不明者の取扱いについて 

    当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いがあるもので、死体が見つからない

場合において、以下に掲げるものについては、行方不明者として計上する。 

    なお、当該災害による避難等で、単に所在が不明となった者については、行方不明者と

して計上しないこととする。 

   ａ 当該災害が原因で所在不明となり、戸籍法第 86 条の規定に基づき関係者により死亡

届が提出されたもの 

   ｂ 当該災害が原因で所在不明となり、戸籍法第 89 条の規定に基づき官庁又は公署から

市町村長等に報告があったもの（いわゆる認定死亡） 

   ｃ 当該災害が原因で所在不明となり、民法第 30 条の規定に基づき家庭裁判所において

失踪宣告がされたもの 

   ｄ 当該災害が原因で所在不明となり、弔慰金法第４条に基づき死亡したと推定されるも

の 

   ｅ 当該災害が原因で所在不明となり、警察機関において、当該災害が原因で行方不明と

なった旨の相談や届出を受理しているもの 

   ｆ 当該災害が原因で所在不明となり、前項によるものの他、住民からの情報提供等によ

り、市町村等において行方不明者として知り得たもののうち、死亡の疑いがあるもの 

 

   (ｲ) 行方不明者の計上場所について 

     原則、被災地で計上するものとするが、それにより難い場合は、次の例を参考に判断

する。 

番

号 
状    況 報   告   内   容 

１ 
被災地が確定又は推定

できる場合 
被災地で計上 

２ 被災地が不明な場合 
被災当時の所在地（住民登録の有無に関係なく実際に

居住し、生活基盤のあった場所。以下同じ。）で計上 

３ 

被災地が不明な場合で

被災当時の所在地が、

明らかに災害場所と関

係のない場所であった

場合 

居住地、勤務地、出張先若しくは旅行先などを勘案

し、適当と認められる市町村で計上 

 

  ウ 「負傷者」について 

   (ｱ)負傷者の取扱いについて 

    原則、当該災害による直接的な負傷（疾病は含まない。以下同じ。）によるものを計上
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する。 

    なお、避難者等における避難生活中に負傷したものについては、次の に掲げるものを

除き、負傷者に含めないこととする。 

 

番

号 
状    況 報   告   内   容 

１ 

家屋倒壊など当該災害

が直接的原因となり負

傷したもの 

重症又は軽傷の定義に基づき、それぞれの区分で計上 

２ 

当該災害により負傷

し、又は疾病にかかっ

た者で、精神又は身体

に障害があるものとし

て弔慰金法第８条の規

定に基づき、災害障害

見舞金の支給を受けた

もの 

重症又は軽傷の定義に掲げる治療の見込みに基づき、

それぞれの区分で計上 

 

   (ｲ) 負傷者の計上場所について 

     原則、被災地で計上するものとする。 

番

号 
状    況 報   告   内   容 

１ 
直接的な原因で負傷し

た場合 
被災地で計上 

２ 

上記表２に掲げるもの

（負傷したものを除

く。）で、被災地が特

定できない場合 

弔慰金法に基づき、認定した市町村で計上 

 

４ 安否不明者の氏名等公表についての検討 

  災害発生時に、安否不明者等の氏名等の公表が救助活動の円滑化、効率化に役立つ場合 

があることから、氏名公表の可否、判断基準、手続き等について、国が策定した指針をも 

とに、県や関係機関とともに、検討を進める。 

 

５ 情報の共有化 

  市は、災害に関する情報の共有化を図るため、各機関が横断的に共有すべき防災情報を、 

共通のシステム（総合防災情報システムＳＩＰ４Ｄ基盤的防災情報流通ネットワークシス 

テム）に集約できるよう努める。 

 









�
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第10節 災害救助法の適用 
 本庁（総務部 市民生活部 福祉

部 教育部） 
 支所（地区対策部） 

 

市の被害が一定の基準以上、かつ応急的な復旧を必要とする場合、災害救助法を適用し、被災

者の保護及び社会秩序の保全を図る。災害救助法による救助は、県が実施する。ただし、市長 

は、知事から委任された救助事務については、知事の補助機関として実施する。 

 

１ 被害状況の把握 

(1) 市長は、次のア～エの災害が発生したときは、被害情報を迅速かつ正確に収集把握し、

直ちに県北振興局に報告するとともに、災害救助法の適用について検討を行う。 

ア 災害救助法による救助が必要と思われる災害 

イ 他の市町に災害救助法が適用されている場合で、同一原因による災害 

ウ 住家に及ぼす被害が、５世帯以上滅失した災害 

エ ア～ウ以外の災害で、緊急の救助を要すると思われる被害が発生した災害 

(2) 市長は、迅速な情報収集把握のための体制を整備する。 

(3) 市長は、被害の認定を基準により行う。（基準は本章第５節参照） 

(4) 市長は、災害救助法による救助が必要と判断した場合、知事に対して法適用の要請を行

う。 

なお、災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待つことができないときは、災害

救助法の規定による救助に着手するとともに、その状況を直ちに知事に報告し、その後の処

置に関して知事の指揮を受けなければならない。 

 

法の適用事務 

 

 

 

 

 

 

 

２ 救助の実施 

(1) 救助の役割分担 

市長は、県から委任された職権に基づき次の救助を行う。 

ア 収容施設の供与（応急仮設住宅の設置を除く。） 

イ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

ウ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与（購入を除く。） 

災害発生 
平 

 

戸 
 

市 

県

北

振

興

局 

長 
 

崎 
 

県 

国 

被害調査 

救助実施 
適用通知 

発災報告 

適用協議 

発災報告 

適用協議 

発災報告 

適用報告 

了承 適用通知 
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エ 災害にかかった者の救出 

オ 学用品の給与（購入を除く。） 

委任された職権を行使したときは、速やかにその内容を知事に報告しなければならない。 

(2) 救助の内容等 

災害救助法による救助の内容等は、次のとおりである。 

 

  救助の実施基準一覧 

救助の種類 対     象 支出できる費用 費 用 の 限 度 額 期   間 備   考 

避 難 所 現に被害を受け、

又は被害を受ける

おそれのある者に

供与する。 

設置、維持及び管

理のための経費 

１ 作業員賃金 

２ 消耗器材費 

３ 建物等の使用

謝金 

４ 器物の使用謝

金、借上費、購

入費 

５ 光熱水費 

６ 仮設便所等の

設置費 

（基本額） 

避難所設置費 

 １人１日当たり 

330円以内 

 

（加算額） 

冬期（10月～３月）につい

ては、別に定める額を加算

する 

災害発生の

日から７日

以内 

１ 避難所設置

費には天幕借

上、仮設便所

設置費等一切

の経費を含む

ものとする 

２ 輸送費は別

途計上 

応 急 仮 設住 宅 住家が全焼、全壊

又は流失し居住す

る住家がない者で

あって自らの資金

では住宅を得るこ

と が で き な い 者

（世帯単位） 

設置にかかる原材

料費、労務費、付

帯設備工事費、輸

送費、建築事務費

等 

１戸当たりの規模は、応急

救助の趣旨を踏まえ、実施

主体が地域の実情、世帯構

成 等 に 応 じ て 設 定 し

6,285,000円以内とする 

災害発生の

日から20日

以 内 着 工

し、速やか

に設置 

供与期間２年以

内 

炊き出し、その

他食品の給与 

１ 避難所に避難

している者 

２ 住家に被害を

受け、若しくは

災害により現に

炊事のできない

者 

主食費、副食費、

燃料費、雑費（器

物の使用謝金、消

耗品の購入費） 

１人１日当たり 

 1,180円以内 

被災地から縁故先（遠隔

地）等に一時避難する場合

は３日以内分 

（大人・小人の差別なし） 

災害発生の

日から７日

以内 

被災者が直ちに

食することがで

きる現物による

ものとする 

飲 料 水 の供 給 災害のため現に飲

料水を得ることが

できない者（飲料

水及び炊事のため

の水であること） 

水の購入費、給水

又は浄水に必要な

機械、器具の借上

費、修繕費及び燃

料費、浄水用の薬

品費又は資材費 

当該地域における通常の実

費 

災害発生の

日から７日

以内 

輸送費、作業員

賃金は、別途計

上 

被服、寝具その

他生活必需品の

給（貸）与 

１ 全半壊（焼）、

流 失 、 床 上 浸

水、全島避難等

により、生活必

需 品 を そ う 失

し、直ちに日常

生活を営むこと

が困難な者 

２ 死亡者、転出

者は除く 

被害の実情に応じ 

１ 被服、寝具及

び身の回り品 

２ 日用品 

３ 炊事用具及び

食器 

４ 光熱材料 

１ 夏期（４月～９月）、冬

期（10月～３月）の区分

は災害発生の日をもって

決定する 

２ 後掲表に掲げる金額の

範囲内 

災害発生の

日から10日

以内 

備蓄物資の価格

は当該地域の時

価により現物給

付に限ること 

医 療 災害により医療の

途を失った者（応

急的に処理する） 

１ 診 察 

２ 薬剤又は治療

材料の支給 

３ 処置、手術そ

の他の治療及び

施術 

救護班が使用した薬剤、治

療材料、破損した医療器具

修繕費の実費 

病院、診療所又は施術者 

災害発生の

日から14日

以内 

（医療機関によ

る場合）救護班

では治療できな

い重症の患者等

がある場合又は

救護班の活動能  
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救助の種類 対     象 支出できる費用 費 用 の 限 度 額 期   間 備    考 

  ４ 病院又は診療

所への収容 

５ 看 護 

 一般病院診療所国民健康保

険診療報酬の額以内 

 施術者による場合は協定料

金の額以内 

 力の限界以上に

患者がある場合

若しくは救護班

が到着しない場

合に限る 

助 産 災害発生の日以前

又は以後７日以内

に分べんした者で

あって災害のため

助産の途を失った

者（死産、流産を

含む） 

助産の範囲 

１ 分べんの介助 

２ 分べん前、分

べん後の処置 

３ 脱脂綿、ガー

ゼその他の衛生

材料 

１ 救護班等による場合は使

用した衛生材料等の実費 

２ 助産師による場合は慣行

料金の８割以内の額 

分べんした

日から７日

以内 

妊婦等の移送費

は別途計上 

被災者の救出 １ 現に生命、身

体が危険な状態

にある者 

２ 生死不明の状

態にある者 

舟艇その他救出の

ための機械器具等

の 借 上 費 、 購 入

費、修繕費及び燃

料費 

当該地域における通常の実費 災害発生の

日から３日

以内 

死体の捜索

の場合は10

日以内 

期間内に生死が

明らかにならな

い場合は、以後

「死体の捜索」

として取り扱う

（輸送作業員賃

金 は 、 別途 計

上） 

被災した住宅の

応急修理 

１  住 家 が 半 壊

（焼）若しくはこ

れらに準ずる程度

の損傷を受け、自

らの資力により応

急修理をすること

ができない者 

２ 大規模な補修を

行わなければ居住

することが困難で

ある程度に住家が

半壊した者 

１  居 室 、 炊 事

場、便所等日常

生活に必要最小

限度の部分 

２ 修理用原材料

費、労務費、材

料輸送費、工事

事務費 

１世帯当たり 

 655,000円以内 

半壊（焼）に準ずる程度の損

傷により被害を受けた世帯

318,000円 

災害発生の

日から１か

月以内に完

了 

１ 実情に応じ

市町相互間に

おいて対象数

の融通ができ

る 

２ 世帯ごとに

限度額以内 

学 用 品 の給 与 住家の全壊（焼）、

流失、半壊（焼）

又は床上浸水によ

る喪失若しくは損

傷等により学用品

を使用することが

できず、就学上支

障のある小学校児

童、中学校生徒及

び高等学校等生徒 

１ 教科書（教材

を含む） 

２ 文房具 

３ 通学用品 

１ 教科書代 

 小学校児童及び中学校生徒 

  教科書及び教科書以外の

教材で、教育委員会に届出

又はその承認を受けて使用

している教材、又は正規の

授業で使用している教材実

費 

 高等学校等生徒 

  正規の授業で使用する教

材を給与するための実費 

２ 文房具及び通学用品 

小学生 １人当たり 4,700円 

中学生 １人当たり 5,000円 

高校生等１人当たり 5,500円 

災害発生の

日から教科

書１か月以

内文房具・

通学用品15

日以内 

１ 各人ごとに

限度額以内 

２ 備蓄物資は

時価評価 

３ 入進学時の

場合は個々の

実情に応じ支

給する 

埋 葬 １ 災害の際死亡

した者 

２ 実際に埋葬を

実施する者に支

給 

１ 棺（付属品を

含む） 

２ 埋葬又は火葬

（作業員賃金を

含む） 

３ 骨壷及び骨箱 

１体当たり 

 大人（12歳以上） 

213,300円以内 

 小人（12歳未満） 

170,900円以内 

災害発生の

日から10日

以内に完了 

 

死 体 の 捜 索 行方不明の状態に

あり、かつ各般の

事情によりすでに

死亡していると推

定される者 

舟艇その他捜索の

ための機械器具等

の 借 上 費 、 購 入

費、修繕費及び燃

料費 

当該地域における通常の実費 災害発生の

日から10日

以内 

輸送費、作業員

賃金は、別途計

上 
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救助の種類 対     象 支出できる費用 費 用 の 限 度 額 期   間 備    考 

死体の処理 災害に際し死亡し

た者の死体に関す

る処理 

１ 洗浄、縫合、

消毒 

２ 一時保存 

３ 検  案 

１ １体当たり 

 3,500円以内 

２ 既存建物利用 通常の

実費 

  野外仮設の場合 

  １体当たり 

 5,400円以内 

３ 救護班以外は慣行料金 

災害発生の

日から10日

以内 

１ 検案は原則

として救護班 

 によること 

２ 輸送費、作

業員賃金は、

別途計上 

障害物の除去 居室、炊事場等生

活に欠くことので

きない場所又は玄

関に障害物が運び

込まれているため

一時的に居住でき

ない状態にあるこ

と。自己の資力で

は、障害物の除去

ができない者 

除去に必要な機械

器具等の借上賃、

購入費、輸送費及

び作業員賃金 

１世帯当たり 

 138,300円以内 

災害発生の

日から10日

以内に完了 

１ 実情に応じ

市町相互間に

おいて対象者

数の融通がで

きる 

２ １世帯ごと

に限度額以内 

輸送費及び作業

員賃金 

１ 被災者の避難

２ 医療及び助産 

３ 被災者の救出 

４ 飲料水の供給 

５ 死体の捜索 

６ 死体の処理 

７ 救済用物資の

整理配分 

 当該地域における通常の実

費 

救助の種類

ごとの実費

が認められ

る期間以内 

 

  ※費用の限度額については、毎年度改正が行われるので留意すること。 

表（別表の被服寝具その他生活必需品の給（貸）与の費用の限度額） 

区         分 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

６人以上

１人増す

ごとに  

全壊

（焼）

流失 

夏（４月～９月） 18,700円 24,000円 35,600円 42,500円 53,900円 7,800円 

冬（10月～３月） 31,000円 40,100円 55,800円 65,300円 82,200円 11,300円 

半壊

（焼）

床上 

浸水 

夏（４月～９月） 6,100円 8,200円 12,300円 15,000円 18,900円 2,600円 

冬（10月～３月） 9,900円 12,900円 18,300円 21,800円 27,400円 3,600円 
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 （注１） 市長若しくはその委任を受けて前記の職権を行う市の吏員が現場にいないと

き、又はこれらの者から要求があったときは、前記の職権を行うことができ

る。 

 （注２） 前記に属する者がいないとき、又はこれらの者の要求があったときは、前記

の職権を行うことができる。 

  イ 警戒区域設定の実施方法 

    警戒区域の設定は、権限を有する者が現場において、バリケードや規制ロープの展張

等の事実行為として行う。また、警戒区域内への立入りの制限・禁止及び区域内からの

退去について、拡声器等による呼びかけや看板等の設置により周知を図り、これに従わ

ない者には法令の定めるところにより罰則を適用できる。 

    警察官又は自衛官が、市長に代わって警戒区域の設定を行った場合は、直ちにその旨

状況 指示者 対象者 措置 

(1)  災 害 が 発 生

し、又はまさに発生

しようとしている場

合において、生命

又は身体に対する

危険を防止するた

め特に必要な場合

（災害対策基本法

第63条） 

(ア) 市長 

(イ) 警察官又は海上

保安官（注１） 

災害応急対策に従

事する者以外の者 

(ア) 立入制限 

(イ) 立入禁止 

(ウ) 退去の命 

(2) 水防上緊急の必

要がある場所（水

防法第21条） 

(ア) 水防団長、水防

団員、又は消防

機関に属する者 

(イ) 警察官（注２） 

 水防関係者以外の

者 

(ア) 立入制限 

(イ) 立入禁止  

(ウ) 退去の命 

(3) 火災の現場及び

水災を除く災害（消

防法第36条におい

て準用する同法第

28条） 

(ア) 消防吏員又は

消防団員 

(イ) 警察官（注２） 

 命令で定める以外

の者 

(ア) 退去の命 

(イ) 出入の禁止 

(ウ) 出入の制限 

(4)  生命若しくは身

体 に 危 険 を 及 ぼ

し、又は財産に重

大な損害を及ぼす

おそれのある天災

等危険な事態があ

る場合（警察官職

務執行法第４条） 

(ア) 警察官  その場に居合わせ

た者、その事物の管

理者その他関係者 

(ア) 退去の命 
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を市長に通知しなければならない。 

  ウ 避難所への受入れ 

    警戒区域の設定により一時的に居所を失った市民等がある場合は、市長は必要に応じ

て避難所を開設してこれらを受け入れ、必要なサービスを提供する。 

２ 避難指示等の判断基準 

市は、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を

絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築

に努めるものとする。 

避難指示等の発令については、対象となる災害を①土砂災害、②河川洪水、③高潮災害の３

種類とし、以下の基準から判断する。 

避難指示等は、以下の長崎地方気象台基準を参考に、今後の気象予測や長崎県河川砂防情報

システム（ＮＡＫＳＳ：ナックス）、土砂災害危険箇所の巡視報告を含めて３つの基準のいず

れかに該当したら発令します。 

(1)土砂災害 

 現地情報等による基準 

高齢者等避難 

【警戒レベル３】 

１：近隣で前兆現象（湧き水・地下水の濁り、量の変化）が発見

される。 

２：大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当）情報[土砂災害]）

が発表され、かつ、土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の

危険度分布）が「警戒（赤）」（警戒レベル３相当情報[土砂災

害]）となった場合。 

３：数時間後に避難経路等の事前通行規制等の基準値に達するこ

とが想定される場合。 

４：警戒レベル３の発令が必要となるような強い降雨を伴う前線

や台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想さ

れる場合（大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間

～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報

[土砂災害]）に切り替える可能性が高い旨に言及されている

場合など）。（夕刻時点で発令） 
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避難指示 

【警戒レベル４】 

１：近隣で前兆現象（渓流付近で斜面崩壊、斜面のはらみ、擁

壁・道路のクラック発生）が発見される。 

２：近隣で土砂災害が発生するおそれがある。 

３：近隣で土砂移動現象、前兆現象（山鳴り、流木の流出、斜面

の亀裂等）が発見される。 

４：土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報［土砂災害］）が発

表された場合。 

５：土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で「危

険（紫）」（警戒レベル４相当情報［土砂災害］）となった場

合。 

６：警戒レベル４の発令が必要となるような強い降雨を伴う前線

や台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想さ

れる場合。（夕刻時点で発令） 

７：警戒レベル４の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風

等が、立退き避難が困難となる暴風を伴い接近・通過するこ

とが予想される場合。（立退き避難中に暴風が吹き始めること

がないよう暴風警報の発表後速やかに発令） 

緊急安全確保 

【警戒レベル５】 

（災害が切迫） 

１：大雨特別警報（土砂災害）（警戒レベル５相当情報［土砂災

害］）が発表された場合。 

２：土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で「災

害切迫（黒）」（警戒レベル５相当情報［土砂災害］）となった

場合 

 

（災害発生を確認） 

３：土砂災害の発生が確認された場合 
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(2) 河川洪水 

避難指示等は以下の長崎地方気象台基準を参考に、洪水警報、水位情報、今後の気象予測

や長崎県河川砂防情報システム（ＮＡＫＳＳ：ナックス）、河川巡視からの報告等を含めて判

断し、発令します。 

避難情報等 現地情報等による基準 

【警
戒
レ
ベ
ル
３
】 

高
齢
者
等
避
難 

１：鏡川の法音寺橋水位観測所の水位が避難判断水位（レベル３水

位）である１．１ｍに到達した場合 

２：鏡川の本音寺橋水位観測所の推移が一定の水位（〇〇ｍ）を超え

た状態で、次の①～③のいずれかにより、急激な水位上昇のおそ

れがある場合 

①法音寺橋地点上流の水位観測所の水位が急激に上昇している場所 

②鏡川の洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）で「警戒（赤）」

が出現した場合（流域雨量指数が実況又は予測で洪水警報基準に

到達する場合） 

③法音寺橋地点上流で大量又は強い降雨が見込まれる場合（実況雨

量や予測雨量において、累加雨量が〇〇ｍｍ以上、又は時間雨量

が〇〇ｍｍ以上となる場合） 

３：堤防に軽微な漏水・浸水等が発見された場合 

４：警戒レベル３の発令が必要となるような強い降雨を伴う前線や台

風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合

（夕刻時点で発令） 

【警
戒
レ
ベ
ル
４
】 

避
難
指
示 

１：鏡川の法音寺橋水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒

水位）（レベル４水位）である１．２ｍに到達した場合 

２：鏡川の本音寺橋水位観測所の推移が一定の水位（〇〇ｍ）を超え

た状態で、次の①～③のいずれかにより、急激な水位上昇のおそ

れがある場合 

①法音寺橋地点上流の水位観測所の水位が急激に上昇している場所 

②鏡川の洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）で「危険（紫）」

が出現した場合（流域雨量指数が実況又は予測で洪水警報基準を

大きく超過する場合） 

③法音寺橋地点上流で大量又は強い降雨が見込まれる場合（実況雨

量や予測雨量において、累加雨量が〇〇ｍｍ以上、又は時間雨量が 

〇〇ｍｍ以上となる場合） 

３：堤防に異常な漏水・浸水等が発見された場合 

４：警戒レベル４の発令が必要となるような強い降雨を伴う前線や台

風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合

（夕刻時点で発令） 

５：警戒レベル４の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等

が、立退き避難が困難となる暴風を伴い接近・通過することが予

想される場合（立退き避難中に暴風が吹き始めることがないよう

暴風警報の発表後速やかに発令） 
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【警
戒
レ
ベ
ル
５
】 

緊
急
安
全
確
保 

（災害が切迫） 

１：鏡川の法音寺橋水位観測所の水位が氾濫開始相当水位である〇〇

ｍに到達した場合 

（計算上、個別に定める危険箇所における水位が堤防天端髙（又は

背後地盤高）に到達している蓋然性が高い場合） 

２：鏡川の洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）で「災害切迫

（黒）」が出現した場合（流域雨量指数が実況で大雨特別警報

（浸 水害）の基準に到達した場合） 

３：堤防に異常な漏水・神職の進行や亀裂・すべりの発生等により決

壊のおそれが高まった場合 

４：樋紋・水門等の施設の機能支障が発見された場合うや排水機場の

運転を停止せざるをえない場合（支川合流部の氾濫のため発令対

象区域に限定する） 

５：大雨特別警報（浸水害）が発表された場合（※大雨特別警報（浸

水害）は市町村単位を基本として発表されるが警戒レベル５緊急

安全確保の発令対象区域は適切に絞り込むこと） 

 

（災害発生を確認） 

６：堤防の決壊や越水・溢水が発生した場合（水防団等からの報告に

より把握できた場合） 

 

(3) 高潮災害 

 避難指示等は、以下の長崎地方気象台基準を参考に、今後の気象予測、海岸巡視等から

の報告を含めて判断し、発令します。 

 現地情報等による基準 

【警
戒
レ
ベ
ル
３
】 

高
齢
者
等
避
難 

１：高潮注意報の発表において警報に切り替える可能性が高い旨に言及さ

れた場合（数時間先に高潮警報が発表される状況の時に発表） 

２：高潮注意報が発表されている状況において、台風情報で、台風の暴風

域がかかると予想されている、又は台風が接近することが見込まれて

いる場合。 

３：警戒レベル３ の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等が、

夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合。（夕刻時点

で発令） 

４：「伊勢湾台風」級の台風が接近し、上陸 24 時間前に、特別警報の発

表の可能性がある旨、府県気象情報や気象庁の記者会見等により周知

された場合。 

５：風向・風速などから、越波・越流の危険性が高いと判断される。 

【警
戒
レ
ベ
ル
４
】 

避
難
指
示 

１：高潮警報（警戒レベル４相当情報［高潮］）あるいは高潮特別警報

（警戒レベル４相当情報［高潮］）が発表された場合。 

２：警戒レベル４の発令が必要となるような強い降雨を伴う台風等が、夜

間から明け方に接近・通過することが予想される場合。（高潮注意報

が発表され、当該注意報において、夜間～翌日早朝までに警報に切り

替える可能性が高い旨に言及される場合など）（夕刻時点で発令） 

３：高潮により人的被害の発生する危険性が高いと判断される。 

４：海岸堤防の倒壊や決壊のおそれがある。 

５：異常な越波・越流が発生する。 



 □2 〈２.応急〉第11節 避難収容計画  

〔平戸防〕                                           301 

【
警

戒

レ

ベ

ル

５
】 

緊
急
安
全
確
保 

（災害が切迫） 

１：水門、陸閘門等の異常が確認された場合 

 

（災害発生を確認） 

２：海岸堤防等が倒壊した場合 

３：異常な越波・越流が発生した場合 

 

 ◆津波災害については、津波災害対策編に移行しています。 

 

３ 避難の伝達方法 

 (1) 避難警報の発令 

種  別 警報発令者 発   令   方   法 

事前避難警報 市  長 
災害発生のおそれがあり、事前避難の必要がある地域に対

し、市防災会議、県等関係の意見を聞いて発令する。 

緊急避難警報 市  長 

災害発生による危険が切迫し、緊急に避難の必要がある地域

に対し発令する。 

市長ができない場合は、あらかじめ別の者が行えるよう事前

に決めておくこと。この場合発令後市長に報告する。 

 (2) 警報の伝達方法 

    避難警報は、サイレン、半鐘、市防災行政無線、有線放送、携帯電話の一斉同報メー

ル、ラジオ、テレビ等を通じ、又は消防車、広報車等を動員して関係住民に周知徹底させ

る。この場合、情報弱者である視覚障害者・聴覚障害者・知的障害者等対策として、あら

かじめ近隣の通報協力者を決めておく。 

また、市は携帯端末の緊急速報メール機能、ソーシャルメディア、ワンセグ放送、Ｌア

ラート（災害情報共有システム）等の活用による警報等の伝達手段の多重化・多様化に努

めるものとする。 

 

４ 避難の周知徹底 

 (1) 市民等に対する周知 

  ア 事前措置 

    水防管理者（市長）は、避難の立退きの万全を図るため避難場所、避難経路等をあらか

じめ市民に周知徹底させる。 

  イ 指示等 

    水防管理者（市長）は、避難の指示をしたとき、又は通知を受けたときは、関係機関の

協力を得て実情に即した方法でその周知徹底を図る。 

 (2) 関係機関相互の通知及び連絡 

   避難指示者等は、避難のための立退きを指示した場合は、関係機関に連絡又は通知する。 
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(2) 自主避難の実施 

豪雨等により災害の発生する危険性を感じたり、土砂崩れ等の前兆現象を発見し、自ら危

険だと判断した場合等においては、隣近所声を掛け合って自主的に避難するよう心掛ける。 

(3) 移 送 

ア 小規模の場合 

避難立退きに当たっては、避難者が各個に行うことを原則とする。ただし、避難者が自

力により立退き不可能な場合においては、車両、船艇等により移送及び輸送を行う。 

イ 大規模な場合 

被災地が広域で大規模な立退き移送を要し、市において処置できないときは、県に要請

する。 

(4) その他避難誘導等に当たっての留意事項 

ア 避難行動要支援者の事前の避難誘導・移送 

地域に居住する避難行動要支援者の避難誘導に当たっては、事前に把握された避難行動

要支援者の実態に応じて定められた避難誘導方法に基づき実施する。特に、自力で避難で

きない者に対しては、自主防災組織の協力を得るなどして地域ぐるみで避難行動要支援者

の安全確保を図るほか、状況によっては、市が車両、船艇等を手配し、一般の避難施設と

は異なる介護機能を備えた福祉施設及び避難行動要支援者関連施設等に事前に移送するな

どの措置をとる。 

イ 避難が遅れた者の救出・収容 

避難が遅れた者を救出する場合、市において処置できないときは、直ちに県又はその他

の機関に援助を要請し、状況に応じて救出、避難施設への収容を図る。 

 

６ 学校等の避難対策 

(1) 災害が学校内又は学校付近で発生した場合、校長は速やかに関係機関に通報する。 

 (2) 引率者は、校長の指示を的確に把握して、校舎配置又は学年を考慮し、あらかじめ定め

られた避難順序に従って正しく誘導する。 

 (3) 児童・生徒等を帰宅させる場合は、地区又は集落別に班を編成し、担当教職員が引率責

任者として安全かつ能率的に移送する。その際は、校区内の危険箇所（がけ崩れ、危険な

橋、堤防）の通行を避ける。 

 (4) 児童・生徒が家庭にある場合における臨時休校の通告方法、連絡手段を児童・生徒に周

知徹底する。 

   特に、夜間においては、職員の動員や照明の確保が困難であることから消防機関等への通

報連絡や入所者等の状況に十分配慮した避難誘導を実施する。 

 

７ 病院・社会福祉施設の避難対策 

(1) 避難誘導 

   病院・社会福祉施設等の管理者は、あらかじめ患者及び入所者を担送患者と独歩患者とに
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区別し、独歩患者には適当な人数ごとに自治組織の編成に努め、重症者、老幼婦女子を優先

して誘導する。 

 (2) 移 送 

   病院・社会福祉施設等の管理者は、入院患者及び入所者を避難させる必要があると認める

ときは、医師、看護師や当該施設職員を引率者として、直ちに患者・入所者の移送を行う。 

 (3) 避難場所等の確保 

   病院・社会福祉施設等の管理者は、災害時における患者及び入所者の避難場所をあらかじ

め定めておくとともに、移送に要する担架、車両、手押車等を確保し保管場所を定めてお

く。 

 

８ 船舶等の避難対策 

  船舶等の避難対策は海上保安部・署等と協力して実施する。 

(1) 船舶その他港湾施設等において避難を必要とする場合は、早急に船舶所有者、組合等に

対し避難指示を行い、荒天準備の指導及び避難状況の把握をなす。 

(2) 爆発性、可燃性等の危険物や木材、はしけ等、障害となるおそれのある物件について

は、所有者等に対し移動、除去、固縛等を勧告する。 

 

９ 避難場所及び避難所 

（1）指定緊急避難場所の指定及び周知 

 ア 市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における円滑かつ迅速な避難の確

保を図るため、管内の地域別に、政令で定める基準に適合する施設又は場所を、予想され

る災害の種類ごとに、あらかじめ指定緊急避難場所として定めておき、住民への周知徹底

を図るものとする。 

 イ 市は、指定緊急避難場所を指定しようとするときは、当該指定緊急避難場所の管理者の

同意を得なければならない。 

ウ 市は、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町の協力を得て、指定緊急避難場所

を近隣市町に設けるものとする。 

  エ 市は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく

災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示する

よう努めるものとする。また、市は、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に

関する周知に努めるものとする。 

（2）指定避難所の指定及び周知 

 ア 市は、被災者が一定期間滞在して避難生活を送る避難所について、政令で定める基準に

適合する公共施設その他の施設を、その管理者の同意を得た上で、指定避難所としてあら

かじめ定めておき、住民への周知徹底を図るものとする。 

 イ 市は、一般の避難所では生活することが困難な障害者等の要配慮者のため、介護保険施

設、障害者支援施設等を福祉避難所として指定するよう努めるものとする。 
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 ウ 市は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要な知識等の

普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難

所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。 

 エ 市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避

難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

  オ 市及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家

等との定期的な情報交換に努めるものとする。 

（3）指定緊急避難場所と指定避難所の違いの周知 

 市は、指定緊急避難場所と指定避難所の整備に当たり、両者の違いについて間違わない

よう、住民への周知徹底を図る。 

（4）避難場所及び避難所に収容するものの範囲 

 ア 住家が被害を受け、居住の場所を失った者 

 イ 現に災害を受け、速やかに避難しなければならない者 

 ウ 災害によって現に被害を受けるおそれがある者 

 

10 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設 

（1）市は、発災時（災害が発生するおそれがある場合を含む。）には、必要に応じ、避難準

備・高齢者等避難開始の発令等とあわせて指定緊急避難場所を開設し、住民等に対し周知

徹底を図るものとする。 

（2）市は、発災時に必要に応じ、指定避難所を開設し、住民等に対し周知徹底を図るものと

する。また、要配慮者のため、福祉避難所を開設するものとする。必要があれば、あらか

じめ指定した施設以外の施設についても、災害に対する安全性を確認のうえ、管理者の同

意を得て、避難所として開設する。 

さらに、要配慮者等に配慮して、被災地以外の地域にあるものを含め、旅館やホテル等

を避難場所として借り上げる等、多様な避難所の確保に努めるものとする。 

（3）市は、避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶に

よる孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を検

討するものとする。 

（4）市は、市の区域外への広域的な避難が必要であると判断した場合において、県内の他の

市町への受入れについては当該市町に直接協議し、他県の市町への受入れについては、県

に対し当該他県との協議を求めるものとする。なお、県内の他の市町への受入れについて

は、災害の状況等に応じ、県に協議を求めることを妨げない。 

 

(5) 開設の方法 

ア 避難場所は、市が指定する学校等の公共施設を使用する（資料６－１参照）。ただし、

これらの施設が使用できない場合は、季節を考慮し、野外に仮設避難所を設置する。野外

受入れ施設の開設に必要な資材が不足するときは、県に調達を依頼する。ただし、野外受
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入れ施設は、一時的な施設であり、その開設期間は、原則として避難施設が増設されるま

での間又は応急仮設住宅が建設されるまでの間である。 

イ 市長は、避難施設を開設したときは、その旨を公示するとともに、収容すべき者を誘導

し保護する。 

ウ 市長は、避難施設を開設したときは、直ちに次の事項を知事（県北振興局長経由）に報

告すること。 

(ア) 開設の日時 

(イ) 避難施設開設の目的 

(ウ) 収容状況及び収容人員 

(エ) 開設期間の見込み 

(オ) 避難対象地区名 

エ 自宅や避難施設で生活している高齢者や障害者等に対し、状況に応じ、介護など必要な

サービスを提供するため、社会福祉施設及び避難行動要支援者関連施設等の二次避難施設

に収容する。二次避難施設を開設したときは、開設の日時、場所、避難者の数及び開設予

定期間等を、速やかに県に連絡する。 

(6) 費 用 

災害救助法による避難施設の設置及び収容のため支出する費用及び設置期間については、

本章第10節「災害救助法の適用」のとおりとする。ただし、設置期間は、二次災害発生の危

険、住宅の応急修理の状況及び応急仮設住宅の建設状況等を勘案し、市長は、県と協議の

上、決定する。 

 

11 避難施設の運営管理 

(1) 市は、避難者の受入れについては、可能な限り自治会単位に避難者の集団を編成し、自

主防災組織等と連携して班を編成の上、受け入れる。その際、避難施設ごとに収容されてい

る避難者の情報及び車中泊避難者などの避難所で生活せず食事のみ受取に来ている被災者等

に係る情報の早期把握に努める。特に避難行動要支援者に関する情報の把握を徹底する。 

   なお、詳細については「避難所運営マニュアル」（資料６－２）参照のこと。 

 (2) 市は、避難施設における情報の伝達、食料・水等の配付、仮設トイレ等の清掃、ゴミの

分別、保管等について、避難者、市民、自主防災組織等の協力を得て、また、必要に応じて、

防災関係機関やボランティアの協力を得て、適切な運営管理に努める。 

   さらに、停電時においても、施設・整備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギー

の活用を含めた非常用発電設備等の整備に努める。 

(3) 市は、避難施設に避難した被災者に対し、正確かつ迅速な情報提供を行うため、テレ

ビ・ラジオ等の設置、臨時広報誌の発行、インターネット、ファクシミリ等の整備に努め

る。 

(4) 市は、避難施設における生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう努めるとと

もに、特に避難の長期化等必要に応じてプライバシーの確保、男女のニーズの違い等双方及
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び性的少数者の視点等の配慮に努める。特に女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や

生理用品・女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布等に

よる避難所における安全性の確保など、女性や子育て家族のニーズに配慮した避難所の運営

管理に努める。 

(5) 市は、避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性

用と男性用のトイレを離れた場所に設置する。トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安

心して使用できる場所に設置する。照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のた

めのポスターを掲載するなど、女性や子供等の安全を配慮するよう努めるものとする。また、

警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努める。 

（6）市は、車中泊避難者などのやむを得ず避難所に滞在することができない被災者に対しても、

食料等必要な物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、

正確な情報の伝達等により、生活環境の確保が図られるよう努めることとする。 

(7) 避難施設に配置された職員及び警察官は、自主防災組織等の協力を得て次の事項を実施

する。 

ア 被災者の収容 

イ 被災者に対する食料、飲料水の配給 

ウ 被災者に対する生活必需品の供給 

エ 負傷者に対する医療救護 

 

12 避難所における感染症対策 

 市は、避難所における新型インフルエンザ等の流行時における感染拡大を防ぐため、次のよう

な点に留意して感染症対策に努めるものとする。 

 (1) 発災した災害や被災者の状況等によっては、避難所の収容人数を考慮し、可能な限り多

くの避難所の開設を図るとともに、ホテルや旅館等の活用も検討する。 

 (2) 避難者の健康状態の確認については、市民生活部と適切な対応を事前に検討しておくと

ともに、避難所への到達時に実施する。 

 (3) 避難者や避難所運営スタッフは、こまめに手洗いするとともに、咳エチケット等の基本

的な感染症対策を徹底する。 

 (4) 避難所の物品等の清掃については、定期的に家庭用洗剤を用いて行うなど、避難所の衛

生環境をできる限り整える。 

 (5) 避難所内については、十分な換気に努めるとともに、避難者が十分なスペースを確保で

きるよう留意する。 

 (6) 発熱、咳等の症状が出た人及び新型インフルエンザ等の感染者との濃厚接触者に対する

専用のスペースを確保する。また、スペースは可能な限り個室にするとともに、専用のトイ

レの確保に努める。その際、専用スペースやトイレは、一般の避難者とはゾーン、動線を分

ける。 
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第14節 食料供給計画 
 本庁（農林水産部 文化観光商

工部） 
 支所（地域対策部） 

 

災害時には、住居の浸水や焼失及びライフラインの途絶等により、食料の確保が困難な状況と

なり、一部では、その状態が長期化するおそれがある。 

このため、市は、関係機関等と連携して、被災者の食生活を保護するため食料等の応急供給を

行うとともに、炊き出し等を実施する。 

 

１ 食料の調達 

(1) 調達方法 

ア 主食（米穀） 

米穀の調達は、原則として、市内米穀小売業者から購入して行うが、必要数量が確保で

きない場合は、県北振興局長を通じて知事に要請する。 

イ 副食、調味料 

副食、調味料は、原則として市が直接販売店より調達するが、市内における調達が不可

能であり、若しくは、必要数量の確保ができない場合は、県北振興局長を通じて知事にそ

のあっせんを依頼する。 

(2) 食料の応急供給 

災害の程度が甚だしく、交通、通信の断絶等により応急用食料の供給に関する知事の指示

を受けられない事由が生じ、市長が必要と認めた場合には九州農政局長崎県拠点地方参事官

に対し文書により応急用食料の緊急引渡の要請を行う。 

２ 食料の輸送 

 (1) 防災備蓄・救援物資受援拠点施設及び食料集積輸送拠点場所の指定及び管理 

  ア 市が調達した食料や県から受け入れた食料等については、一括して集積する救援物資受 

援拠点施設で行う。 

イ 一括集積されている救援物資受援拠点施設から運び込まれるあらかじめ定めた食料の集

積輸送拠点場所を活用し、調達した食料の集配拠点とする。 

  ウ 食料の集積を行う場合は、管理責任者及び警備員を配置し、食糧管理の万全を期する。 

 (2) 輸 送 

市が調達した食料や県から受け入れた食料を救援物資受援拠点施設から集積輸送拠点場所

までの輸送及び市内における食料の移動は、市長が行う。 

 輸送方法は、貨物自動車等による陸上輸送をはじめ、船舶やヘリコプター等を利用できる

よう関係機関へ要請する。 

交通途絶等により、緊急の用に間に合わないおそれのある場合は、知事に自衛隊による災

害地までの輸送を要請する。 

３ 食料の供給 

災害時における食料の応急供給の実施は、市長が行う。ただし、災害救助法が適用されたと



 □2 〈２.応急〉第14節 食料供給計画  

〔平戸防〕                                     327 

きは、市長は、知事の委任に基づき、これを行う。 

(1) 食品の給与対象者 

ア 避難所に収容された者 

イ 住家が全焼（壊）、半焼（壊）、流失、床上浸水等の被害をうけ炊事のできない者 

ウ 被害を受け、一時縁故先等に避難する者 

(2) 食品の給与の方法 

米飯の炊き出しを原則とするが、状況によっては、乾パン等の支給によることができるも

のとする。 

(3) 主食の供給数量の基準 

供 給 を 要 す る 事 態 供  給  品  目 供 給 数 量 

１ り災者に対し炊き出し等による給食

を行う必要がある場合 

原則として米穀、実情に

より乾パン及び乾燥米飯 
市長が希望する数量 

２ 災害により販売機能が混乱し通常の

販売ができなくなったため、一般の米

穀小売店を通じないで供給を行う必要

がある場合 

同   上 同   上 

３ 被災地における救助作業に従事する

者に対し、供給を行う必要がある場合 
同   上 同   上 

４ 炊き出しの実施 

(1) 炊き出しは原則として、指定避難場所（資料６－１参照）において行うものとするが、

必要に応じ災害現場で行う。このほか、学校給食施設等へ状況に応じ依頼する。 

(2) 炊き出し施設、器材は、指定避難場所備え付けのもの等を使用し、炊き出しに必要なＬ

Ｐガス及び器具等の支給又はあっせんを行う。なお、これらの器具及び燃料等を調達できな

いときは、必要な種類及び数量を明示して県に調達のあっせんを要請する。 

(3) 炊き出しに関する事務の責任者は、市長とする。 

(4) 炊き出し用の副食物は、次の関係業者と常に連絡を保ち、要求のある場合は直ちに供給

に応ずる。 

ア 野菜出荷等の団体（ながさき西海農業協同組合） 

イ 水産物等の供給団体（市内各漁協） 

(5) 記録等 

炊き出しの状況（場所及び場所別給与人員（朝、昼、夕に区分））を県に報告するととも

に、次の帳簿、書類を整備保存しておく。 

ア 炊き出し受給者名簿             エ 炊き出し用物品借用簿 

イ 食料品現品給与簿              オ 炊き出しの協力者、奉仕者名簿 

ウ 炊き出し、その他による食品給与物品受払簿 
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第15節 衣類及び生活必需品供給計画 
 本庁（市民生活部 福祉部） 
 支所（地区対策部） 

 

災害時には、住居の浸水や焼失等により、寝具その他生活必需品等を喪失する被災者が多数発

生し、一部では避難生活の長期化が予想され、特に冬期においては、防寒具や布団等の早急な給

与が必要である。 

このため、衣料、寝具、その他生活必需品等物資の供給を行い、被災者の生活の安定を図る。

なお、その際には被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや、男女のニーズの違

いに配慮するものとする。 

 

１ 生活必需品の給与及び貸与 

(1) 給与又は貸与の対象者 

  ア 災害により住家が全壊（焼）、半壊（焼）、流失又は床上浸水の被害をうけた者 

  イ 被服、寝具その他生活上必要な最小限度の家財をそう失し、ただちに日常生活を営むこ

とが困難な者 

(2) 支給品目 

被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において、現物を支給する。 

ア 寝具……就寝に必要なタオルケット、毛布及び布団等 

イ 外衣……洋服、作業着、子供服等〔布地は給与しない。（以下同じ。）〕 

ウ 肌着……シャツ、パンツ等 

エ 身の回り品……タオル、手拭い、靴下、サンダル、傘等 

オ 炊事道具……なべ、炊飯器、包丁、ガス器具等 

カ 食器……茶碗、皿、はし等 

キ 日用品……石けん、ちり紙、歯ブラシ、歯磨粉等 

ク 光熱材料……マッチ、ローソク、プロパンガス等 

(3) 給与又は貸与の方法 

ア 物資の購入及び配分計画 

(ア) 市は、次の情報を収集し、被災者に対する給与の必要品目及び必要量の判断をす

る。 

ａ 被災者や避難所の状況 

ｂ 医療機関、社会福祉施設及び避難行動要支援者関連施設の被災状況 

(イ) 市長は、被害報告をとりまとめ、知事に報告するとともに、救助物資の概算交付を

受け又は現地調達して、知事より示された配給基準に基づき配分計画を作成し、配分

を実施する。 

(ウ) 市は、衣類等生活必需品は、被災状態、物資の種類、数量等を勘案のうえ市内又は

近隣の市町の業者から購入する。この場合、なるべく同一規格、同一価格のものを一

括購入するよう努める。 
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(エ) 救護物資の緊急物資集積場所は、資料８－１のとおりとするが、災害の状況により

交通及び連絡に便利な公共施設を選定する。 

イ 物資の給与又は貸与の支給責任者及び協力者 

(ア) 物資の給与又は貸与の支給責任者は、市長とする。 

(イ) 支給責任者は、民生委員及び市民組織等の協力を得て、被災者に公平に交付する。 

(ウ) 自力で生活必需品を受けることが困難な避難行動要支援者を支援するため、及び被

災者が多数発生した場合、ボランティアとの連携を可能な限り図る。 

ウ 給付又は貸与期間及び限度額 

被服、寝具、その他生活必需品の給付又は貸与の期間及び限度額は本章第10節「災害救

助法の適用」のとおりとする。 

２ 輸 送 

(1) 市が調達した生活必需品を救援物資受援拠点施設から集積輸送拠点場所までの輸送及び

市内における生活必需品の移動は、市長が行う。 

(2) 輸送方法は、平戸市内においては貨物自動車等による陸上輸送を主とし、大島、度島及

び孤立地区等については、船舶やヘリコプター等を利用できるよう関係機関へ要請する。 

(3) 市長は、交通途絶等により、緊急の用に間に合わないおそれのある場合は、知事に自衛

隊による被災地までの運送を要請する。 
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第16節 給水計画 
 本庁（水道部） 
 支所（地区対策部） 

 

災害時には、給水施設が被災し、復旧までの間、飲料水等の確保が困難となるほか、医療機関

等では、緊急医療に必要な水の確保が重要となる。また、多数の避難者が予想され、避難所での

応急給水の需要が高まる。 

このため、緊急度、重要度を考慮した給水体制をとるとともに、早急に給水手段を確保し、被

災者に給水する。 

 

１ 飲料水の確保 

災害により水道施設その他の給水設備等が被災し、市民が飲料水を取得することが困難とな

ったとき、市民に必要最小限の飲料水を供給して市民の生活を守るために、まず飲料水の確保

を行う。 

(1) 水源の確保 

水源施設が被災し、飲料水の確保ができないときは、井戸水、自然水（ため池、河川）、

又は地下水で飲用に適するものを水源にする。 

(2) 水源の水質検査・保全 

市は、確保された水源をろ水器によりろ過し、あるいは化学処理を加えて飲用に適するか

検査を行う。また、あらかじめ水量、水質等の調査を適時行い、応急水源の保全に努める。 

なお、水質検査の結果、飲料に適さない水質のときは、消毒その他の方法により衛生上無

害な水質とし、供給する。 

２ 給水体制の確立 

(1) 市は、次の情報を収集し、被災者に対する給水の必要性を判断する。 

ア 被災者や避難所の状況 

イ 医療機関、社会福祉施設及び避難行動要支援者関連施設等の状況 

ウ 通水状況 

エ 飲料水の汚染状況 

(2) 給水施設の被災状況を把握し最も適当な給水方法により給水活動を実施する。 

   なお、給水する水の水質確認については、県北振興局及び保健所に協力を求める。 

(3) 給水場所、給水方法、給水時間等について防災行政無線等を用いてきめ細かく市民に広

報する。 

(4) 医療機関、社会福祉施設及び避難行動要支援者関連施設については、臨時の活動班を編

成するなどして、迅速・的確な対応を図る。 

(5) 自力で給水を受けることが困難な避難行動要支援者を支援するため、ボランティアとの

連携を可能な限り図る。 

(6) 被災地における最低給水量は、災害発生から３日間は１人１日あたり３ を目安とする。 
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３ 給水の実施 

(1) 車両による給水 

避難所等に収容されている被災者及びその他の被災者で、市長が必要と認めた被災者に対

して、給水タンクを利用して拠点給水する。 

なお、医療機関、福祉施設、避難行動要支援者関連施設及び医療救護所等への給水につい

ては、他に優先して給水車等で行う。 

ア 輸送による給水 

被災地の近隣地域に適当な補給水源がある場合は、給水車（消防タンク車等）に補給水

源から取水し、被災地域内への輸送のうえ、市民に給水する。この場合、散水車、消防タ

ンク車等の使用に当たっては、事前にタンク内の清掃及び消毒を行う。 

イ 浄水装置による給水 

輸送その他の方法による給水が困難であり、付近に利用可能な水源がある場合は、浄水

装置その他の必要資材を用いてこれを浄化し、飲料水として市民に供給する。 

(2) 浄・給水場等での拠点給水 

市民が容易に受水できる仮設給水栓を設置する。 

(3) ポリ容器等による給水 

ア 避難所等に収容されている被災者及びその他の被災者で、市長が必要と認めた被災者に

対し、ポリ容器等により拠点給水する。 

イ 学校、保育所で給水の必要があると認めたものに対し、必要個数を配置する。 

ウ 避難所が小さく、かつ、点在している場合で、容器の備えのない被災者及び一般の被災

者に対しポリ袋により配給する。 

エ ペットボトル等は、製造業者等に提供を要請依頼し、必要に応じて配給する。 

４ 応援要請 

市長は、市のみでの飲料水の供給を実施することができないときは、次の事項を示して知事

に調達あっせんを要請する。 

(1) 給水を必要とする人員 

(2) 給水を必要とする期間及び給水量 

(3) 給水する場所 

(4) 必要な給水器具、薬品、水道用資材等の品目別数量 

(5) 給水車両のみ借上げの場合はその必要台数 

 























�
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第21節 文教応急対策計画 
 本庁（総務部 教育部） 
 支所（地区対策部 教育部） 

 

災害時における学校施設の被災及び児童・生徒の被災により、通常の教育を行うことができな

い場合、市教育委員会は応急教育を実施する。 

 

１ 避難措置 

(1) 在校時 

ア 災害の発生が予想される気象条件となった場合、校長は、必要に応じ下校時刻の繰り上

げの措置をとる。下校に際しては、事故のないよう十分注意を与え、同一方向又は同一地

域ごとに集団行動をとらせる。 

イ 災害の状況を的確に判断し、速やかに児童・生徒の避難指示及び誘導を行うとともに、

負傷者の有無及び被害状況の把握に努める。また、これらの状況を把握した後、速やかに

保護者と連絡をとり、引き渡し等の適切な措置を講ずる。 

ウ 遠足等校外活動時に災害が発生した場合は、引率の担当教職員が適切な指示及び誘導等

を行う。 

エ 市は、被災状況、措置内容について、市教育委員会、災害対策本部への連絡及び応援要

請を行う。 

(2) 登下校時及び休日等の措置 

ア 登下校時及び夜間・休日等に災害が発生した場合は、校長、教職員は登校し、施設の安

全確認を行うとともに、保護者等と連絡をとり、児童・生徒の安否確認及び状況把握に努

める。 

イ 児童・生徒の登校前に休校の措置をした場合は、保護者に連絡する。 

ウ 市は、被災状況、措置内容について、市教育委員会、災害対策本部への連絡及び応援要

請を行う。 

２ 学校施設の確保 

市教育委員会は、あらかじめ災害の程度に応じ、おおむね次表のような方法により、学校教

育活動が災害のため中断することのないよう応急教育実施の予定場所の選定等について、関係

諸団体と協議するとともに教職員、市民に対し周知徹底を図る。 

災 害 の 程 度 応 急 教 育 実 施 の 予 定 場 所 

学校の校舎が一部災害

を受けた程度の場合 

ア 特別教室、屋内運動場等を利用する。 

イ 二部授業を実施する。 

学校の校舎が全部災害

を受けた場合 

ア 公民館その他の公共施設等を利用する。 

イ 隣接学校の校舎を利用する。 

ウ 応急仮設校舎を建設する。 
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特定の地区全体につい

て相当大きな災害を受け

た場合 

ア 避難先の最寄りの学校、公民館その他の公共施設等を利用す

る。 

イ 応急仮設校舎を建設する。 

県内大部分（広域な範

囲）について大災害を受

けた場合 

ア 避難先の最寄りの学校、公民館その他の公共施設等を利用す

る。 

イ 応急仮設校舎を建設する。 

３ 応急教育活動 

(1) 休業措置 

ア 校長は、被災により授業ができないときは、臨時休校措置を講ずる。 

イ 正規の授業ができないときは、次の要領により応急授業等を実施する。 

(2) 実施場所の確保 

ア 市教育委員会は、校内での授業が困難なときは、場所及び収容人数等を考慮して、市内

の他の学校、集会所、公民館等を利用する。 

イ 市教育委員会は、実施場所が確保できないときは、仮設校舎を建設する。 

(3) 教職員の確保 

ア 校長及び市教育委員会は、教職員の被災状況を把握し、学校に来れない教職員の代替編

成を講ずる。 

イ 教職員が不足する場合は、県教育委員会と協議して教職員の確保に努める。 

(4) 応急の教育方法 

災害の状況に応じて、短縮授業、二部授業、分散授業などを行う。 

(5) 通学路の安全確保 

ア 教職員は通学路の安全確保を行う。 

イ 保護者と相談のうえ、臨時の通学路を決める。 

ウ 他の施設で授業を行う場合は、登下校手段の確保に努める。 

４ 学用品等の給与と調達 

(1) 給 与 

市長は、児童・生徒が学用品をそう失し、又はき損し就学上支障があると認めるときは、

次により学用品を給与する。 

ア 給与対象者 

災害により住家が全壊（焼）、半壊（焼）、流失又は床上浸水の被害を受け、学用品をそ

う失又はき損し、就学に支障を来した児童・生徒 

イ 学用品の種類等 

(ア) 教科書（教材を含む。） 

(イ) 文房具 

(ウ) 通学用品 
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ウ 費用の限度額 

    本章第10節「災害救助法の適用」のとおりである。 

エ 給与の方法 

(ア) 市教育委員会は、速やかに給与対象者数を調査把握し、校長を通じ対象者に配付す

る。 

(イ) 教科書及び教科書以外の教材については１か月以内、文房具及び通学用品について

は15日以内に支給完了する。 

(ウ) 校長は、配付計画を作成し、親権者の受領書を徴し、配付する。 

(2) 調 達 

市教育委員会は、給与対象者の調査に基づき、必要な学用品の品目等を決定し、次により

調達する。 

ア 教科書の調達 

教科書は、教科書取次店又は教科書供給所から調達する。 

イ 教科書以外の教材、文房具及び通学用品の調達 

教科書以外の教材、文房具及び通学用品は、市内の業者等から調達するが、それが不可

能な場合は、県教育委員会に対しあっせんを依頼し、確保する。 

５ 学校給食対策 

(1) 校長及び市教育委員会は、学校給食の正常な運営を図るため、応急復旧を要する施設、

設備等について、市長と協議し、速やかに復旧措置を講ずる。 

(2) 学校給食用物資は、㈶長崎県学校給食会及び関係業者の協力を得て確保するが、それが

不可能な場合は、県教育委員会に対しあっせんを依頼するとともにその他必要な措置を依頼

する。 

６ 学校等教育施設が地域の避難所等になった場合の措置 

避難所となった施設の管理者及び施設を所管する市教育委員会並びに市は、避難所の運営が

円滑に行われるよう努めるとともに、教育活動が速やかに正常化できるよう次の措置を講ず

る。 

(1) 市長は、施設の管理者、教育委員会等と協議の上、施設・設備を点検し、避難所として

使用する部分を決定する。 

(2) 避難所に管理責任者を置き、当該施設の管理者及び施設を所管する市教育委員会並びに

自主防災組織等と十分協議しながらその運営に当たる。 

(3) 当該施設の管理者及び施設を所管する市教育委員会は、避難所の運営について積極的に

協力するとともに、教育活動等の早期正常化を図るため、避難所として利用している施設の

範囲等について、県教育委員会等との間で適宜、必要な協議を行う。 

７ 災害応急対策への生徒の協力 

校長は、学校施設、設備等の応急復旧作業や地域と連携しながらの救済活動・応急復旧作業

等に参加を希望する生徒に対して、教職員の指導のもとに参加できるよう検討する。 

８ 社会教育施設等の応急対策 
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(1) 社会教育施設及び社会体育施設の応急対策 

ア 被災社会教育施設及び社会体育施設は、応急の教育が実施できるよう速やかに応急修理

を行う。 

イ 施設が開館中の場合は、次の措置を講ずる。 

(ア) 在館の施設利用者の避難誘導 

(イ) 負傷者の救護、医療機関への搬送 

(ウ) 施設の安全点検、応急処置 

(エ) 教育委員会、市長、消防機関への連絡、応援要請 

(オ) 災害発生のおそれがある場合、施設が利用できない場合は臨時休館措置 

(カ) 資料の保存 

ウ 施設が閉館中の場合は、次の措置を講ずる。 

(ア) 施設長及び職員は直ちに出勤し、被害状況の調査 

(イ) 教育委員会への連絡 

(ウ) 施設の安全点検、応急処置 

(エ) 資料の保存 

エ 施設が避難所となった場合は、施設管理者は教育委員会及び市長に協力し、円滑な避難

所運営に努める。 

(2) 文化財対策 

被災文化財は、文化財としての価値を損なわないよう、県教育委員会と連絡を密にし、所

有者又は管理責任者若しくは管理団体に対する指導・助言を行うとともに、必要な措置を講

ずる。 

なお、本市における文化財については資料12－１参照のこと。 
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  イ 航路、泊地の防護 

    市は、河川からの土砂流入及び波浪による漂砂によって航路、泊地が埋そくし、使用不

能となった場合は、応急措置として堆積物や漂流物の除去を行う。 

  ウ けい留施設 

    市は、岸壁、物揚場等の決壊に対する応急措置として、欠壊部分の応急補強工事を行

い、破壊拡大を防止する。 

 

３ 被災施設の復旧等 

(1) 国土交通省及び県は、著しく異常かつ激甚な災害が発生し、緊急災害対策本部が設置さ

れた災害（以下「特定大規模災害」という。）等を受けた地方公共団体又はその団体の長か

ら要請があり、かつ当該地方公共団体の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ

迅速な復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、当該地

方公共団体又はその団体の長に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、被災

地方公共団体に対する支援を行う。 

(2) 国土交通省は、重要物流道路及びその代替・補完路について、県又は市町から要請があ

り、かつ当該県又は市町の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して、実施に高度な技術又

は機械力を要する工事で当該県又は市町に代わって自らが行うことが適当であると認められ

るときは、その事務の遂行に支障のない範囲内で、県道又は市町道の災害復旧に関する工事

を行うことができる権限代行制度により、支援を行う。 
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第27節 県防災ヘリコプターの出動要請 
 本庁（総務部 消防部） 

 支所（地区対策部） 

 

機動性に優れた県防災ヘリコプターを活用し、初動時における被害情報収集、伝達や救出・救

助活動、負傷者の搬送、緊急輸送物資の搬送等、広域的・機動的な活動を行う。 

 

１ 活動範囲の把握 

災害時においては、県防災のヘリコプターの機動性等を生かし、災害直後の初動時、緊急対

応時、応急対応時等において、主に次のような活動を行う。 

(1) 被災直後の被害概況を速やかに把握し、災害対策本部等に伝達 

(2) ヘリコプターによる救出・救助活動が必要な場合の救出・救助活動 

(3) ヘリコプターによる救急患者等の搬送が必要な場合の救急患者等の搬送 

(4) 救援隊・医師等の人員搬送 

(5) 被災地への救援物資の搬送 

(6) 応急復旧用資機材等の搬送 

(7) 市民に対する避難指示等の広報活動 

(8) その他ヘリコプターにより対応すべき活動 

２ 活動拠点の確保 

(1) 災害時におけるヘリコプターの活動を円滑に行うため、関係機関と提携して活動拠点を

早急に確保する。 

ア 災害時においてヘリコプターの活動拠点として活用できるヘリポート（資料８－２及び

資料８－３参照）を早急に確保する。 

イ ヘリポートは、避難所と重複しないよう調整しながら確保する。 

(2) ヘリポート等が被災した場合は、ヘリコプターの活動体制を確保するため、早急に応急

復旧を行う。 

３ 緊急運航の要請 

(1) 緊急運航の要請は、県防災企画課に行う。 

(2) 要請は、様式第１号、２号の模写電送及び口頭により行い、事後速やかに文書にて提出

するものとする。 

(3) 緊急運航を要請した者は、災害等が収束した場合、災害状況等報告書（様式第５号）に

より、速やかに運航責任者に報告するものとする。 
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第２節 災害復旧事業に対する財政援助

並びに資金計画 

 全 部 

 

１ 法律等による一部負担又は補助等 

災害による被害が著しいときは、早期に激甚災害の指定が受けられるよう措置を講じ、災害

復旧に必要な資金需要額を早急に把握し、負担すべき財源の確保に努める。法律に基づき援助

される主な事業は次のとおりである。 

 (1) 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

 (2) 公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

 (3) 公営住宅法 

 (4) 土地区画整理法 

 (5) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 (6) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

 (7) 予防接種法 

 (8) 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律 

 (9) 都市災害復旧事業国庫補助に関する基本方針及び都市災害復旧事業事務取扱方針につい

て（昭37.８.14 建設省都市局長通達） 

 (10) 生活保護法 

 (11) 児童福祉法 

 (12) 障害の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

 (13) 売春防止法 

 (14) 老人福祉法 

 (15) 水道法 

 (16) 下水道法 

 (17) 災害救助法 

 (18) 堆積土砂排除事業 

 (19) 開拓者等の施設整備事業 

 (20) 簡易水道整備事業 

 (21) 災害等廃棄物処理事業 

 (22) 廃棄物処理施設災害復旧事業 

 (23) 火葬場整備事業 

 (24) 公的医療機関整備事業 

 (25) 文化財保護法 

 

２ 激甚災害に係る財政援助措置 

「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（以下「激甚法」）による措置

は次のとおりである。 
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 (1) 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

  ア 公共土木施設災害復旧事業 

  イ 公共土木施設災害関連事業 

  ウ 公立学校施設災害復旧事業 

  エ 公営住宅施設災害復旧事業 

  オ 生活保護施設災害復旧事業 

  カ 児童福祉施設災害復旧事業 

  キ 老人福祉施設災害復旧事業 

  ク 身体障害者更生援護施設災害復旧事業 

  ケ 知的障害者援護施設災害復旧事業 

  コ 婦人保護施設災害復旧事業 

  サ 感染症指定医療機関災害復旧事業 

  シ 堆積土砂排除事業 

   (ア) 公共的施設区域内 

   (イ) 公共的施設区域外 

  ス 湛水排除事業 

 (2) 農林水産業に関する特別の助成 

   （第３節「１ 農林水産業に関する金融の確保」関連） 

  ア 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置 

  イ 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 

  ウ 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助 

  エ 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融資に関する暫定措置の特例 

  オ 森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助 

  カ 土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助 

  キ 共同利用小型漁船の建造費の補助 

 (3) 中小企業に関する特別の助成 

   （第３節「２ 中小企業に関する金融の確保」関連） 

  ア 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

  イ 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 

  ウ 中小企業者に対する資金の融通に関する特例 

 (4) その他の特別財政援助及び助成 

  ア 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 

  イ 私立学校施設災害復旧事業に対する補助 

  ウ 降灰除去事業に対する補助 

  エ 自然災害に伴う応急仮設校舎等に対する補助 

  オ 私立学校振興会の業務の特例 

  カ 市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 
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  キ 母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸付けの特例 

  ク 水防資材費の補助の特例 

  ケ 罹災者公営住宅建設事業に対する補助の特例 

  コ 産業労働者住宅建設資金融通の特例 

  サ 公共土木施設、農地及び農業用施設等の小災害に係る地方債の元利補給等 

  シ 失業保険法による失業保険金の支給に関する特例 

 (5) 激甚災害指定基準の確認 

激甚災害の指定基準は、次のとおりである。 

ア 激甚災害指定基準 

適用すべき措置基準 激 甚 災 害 指 定 基 準 

法第２章（公共土

木施設災害復旧事

業等に関する特別

の財政援助） 

 次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

 事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の標準税収

入総額×100分の0.5 

（Ｂ基準） 

 事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の標準税収

入総額×100分の0.2 

 かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上あるもの 

(1) 都道府県負担事業の事業費査定見込額＞当該都道府県の当

該年度の標準税収入総額×0.25 

(2) 一の都道府県内の市町村負担事業の事業費査定見込総額＞

当該都道府県内全市町村の当該年度の標準税収入総額×0.05 

法第５条（農地等

の災害復旧事業等

に関する補助の特

別措置） 

 次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

 事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の0.5 

（Ｂ基準） 

 事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の

0.15 

 かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上あるもの 

(1) 一の都道府県内の事業費査定見込額＞当該都道府県の当該

年度の農業所得推定額×100分の４ 

(2) 一の都道府県内の事業費査定見込額＞10億円 

法第６条（農林水

産業共同利用施設

災害復旧事業費の

補助の特例） 

 次の要件に該当する災害。ただし、当該施設にかかる被害見込額

が5,000万円以下と認められる場合は除く。 

１ 激甚法第５条の措置が適用される激甚災害 

２ 農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の1.5

であることにより激甚法第８条の措置が適用される激甚災害 

法第８条（天災に  次のいずれかに該当する災害。ただし、高潮、津波等特殊な原因
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よる被害農林漁業

者等に対する資金 

による激甚な災害であって、災害の態様から次の基準によりがたい

場合には、被害の実情に応じて個別に考慮  

の融通に関する暫

定措置の特例） 

（Ａ基準） 

 農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の0.5 

（Ｂ基準） 

 農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の0.15 

 かつ、次の要件に該当する都道府県が１以上あるもの 

 一の都道府県内の当該災害に係る特別被害農業者数＞当該都道府

県内の農業を主業とする者の数×100分の３ 

法第12条、第13

条、第15条（中小

企業信用保険法に

よる災害関係保証

の特例等） 

 次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

 中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推定額（第２

次産業及び第３次産業国民所得×中小企業付加価値率×中小企業販

売率。以下同じ。）×100分の0.2 

（Ｂ基準） 

 中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推定額×100

分の0.06 

 かつ、次の要件に該当する都道府県が１以上あるもの 

 一の都道府県内の当該災害に係る中小企業関係被害額＞当該年度

の当該都道府県の中小企業所得推定額×100分の２。ただし、火災

の場合又は激甚法第12条の適用がある場合の全国中小企業所得推定

額に対する中小企業関係被害額の割合は被害の実情に応じ特例措置

が講ぜられることがある。 

法第16条（公立社

会教育施設災害復

旧事業に対する補

助）、第17条（私

立学校施設災害復

旧事業の補助）、

第19条（市町村施

行の感染症予防事

業に関する負担の

特例） 

 激甚法第２章の措置が適用される激甚災害。ただし、当該施設に

係る被害又は当該事業量が軽微であると認められる場合は除外 

法第22条（罹災者

公営住宅建設事業

に対する補助の特

例） 

 次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

 滅失住宅戸数＞被災地全域で4,000戸以上 

（Ｂ基準） 

次の１、２のいずれかに該当する災害。ただし、火災の場合の被

災地全域の滅失戸数は、被害の実情に応じた特例的措置が講ぜられ



 □2 〈３.復旧・復興〉第２節 災害復旧事業に対する財政援助並びに資金計画  

〔平戸防〕 506 

ることがある。 

１ 滅失住宅戸数＞被災地全域で2,000戸以上 
 

  かつ、次のいずれかに該当するもの 

(1) 一市町村の区域内で200戸以上 

(2) 一市町村の区域内の住宅戸数の10％以上 

２ 滅失住宅戸数＞被災地全域で1,200戸以上 

かつ、次のいずれかに該当するもの 

(1) 一市町村の区域内で400戸数 

 (2) 一市町村の区域内の住宅戸数の20％以上 

法第24条（小災害

債に係る元利償還

金の基準財政需要

額への算入等） 

１ 公共土木施設及び公立学校施設小災害に係る措置については激

甚法第２章の措置が適用される災害 

２ 農地及び農業用施設等小災害に係る措置については激甚法第５

条の措置が適用される災害 

上記以外の措置  災害発生の都度、被害の実情に応じ個別に考慮 

  イ 局地激甚災害指定基準 

適 用 す べ き 措 置 局地激甚災害指定基準 

１ 激甚法第３条第１項各号に掲げる事業の

うち、右の市町村が当該災害によりその費

用を負担するもの及び激甚法第４条第５項

に規定する地方公共団体以外の者が設置し

た施設に係るものについて激甚法第２章の

措置 

２ 右の市町村が当該災害につき発行を許可

された公共土木施設及び公立学校施設小災

害に係る地方債について激甚法第24条第１

項、第３項及び第４項の措置 

・ 公共施設災害関係 

 当該市町村負担の当該災害に係る公

共施設災害復旧事業等（激甚法第３条

第１項第１号及び第３号～第14号の事

業）の査定事業費の額＞当該市町村の

当該年度の標準税収額×100分の50に

該当する市町村（当該査定事業費

1,000万円未満は除外）が１以上ある

災害。ただし、その該当市町村ごとの

査定事業費の額の合算額が、おおむね

１億円未満を除く。 

１ 右の市町村の区域内で右の市町村等が施

行する当該災害復旧事業に係る激甚法第５

条、第６条の措置 

２ 右の市町村が当該災害につき発行を許可

された農地、農業用施設及び林道の小災害

復旧事業に係る地方債について激甚法第24

条第２項から第４項までの措置 

・ 農地、農業用施設等災害関係 

当該市町村の区域内の当該災害に係

る農地等災害復旧事業（激甚法第５条

第１項規定の農地、農業用施設及び林

道の災害復旧事業）に要する経費の額

＞当該市町村の当該年度の農業所得推

定額×100分の10に該当する市町村

（当該経費の額が1,000万円未満は除

外）が１以上ある災害。ただし、その

該当市町村ごとの当該経費の額の合計 
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３ 平戸市の資金計画 

ア 地方債（地方自治法、地方財政法） 

   (ア) 歳入欠かん債、災害対策債（災害対策基本法、激甚災害に対処するための特別の財

政援助等に関する法律） 

(イ) 災害復旧事業費 

① 補助災害復旧事業債 

・現年発生補助災害復旧事業債 

・過年発生補助災害復旧事業債 

② 単独災害復旧事業債 

・現年発生単独災害復旧事業債 

・過年発生単独災害復旧事業債 

・小災害復旧事業債 

③ 地方公営企業災害復旧事業債 

➃ 火災復旧事業債 

⑤ 一般単独災害復旧事業債 

イ 地方交付税 

市は資金需要に応じ、繰上交付を県へ要請する。 

     （地方交付税法第 16 条第２項（交付の特例）） 

 

 

右の市町村の区域内で中小企業者が必要と

する当該災害復旧資金等に係る激甚法第12

条、第13条及び第15条の措置 

額がおおむね5,000万円未満を除く。 

・ 中小企業施設災害関係 

 当該市町村の区域内の当該災害に係

る中小企業関係被害額＞当該市町村の

当該年度の中小企業所得推定額×100

分の10に該当する市町村（当該被害額

1,000万円未満は除外）が１以上ある

災害。ただし、その該当市町村ごとの

当該被害額の合算額がおおむね5,000

万円未満を除く。 











�
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第４節 被災者の生活確保に関する計画 

 本庁（総務課 税務課 健康ほけ
ん課 福祉課 こども未来課 長
寿介護課） 

 支所（地域振興課） 

 

１ 被災者に対する職業のあっせん 

  災害のため、勤務先の会社事業所、工場等の滅失等により、職業を失した者に対し、公共職

業安定所と連携して、必要な就職のあっせんに努め、被災者の生活の確保を図る。 

 (1) 職業あっせんの対象者 

   災害のため転職又は一時的に就職を希望し、本人の有している技能、経験、健康その他の

状況から就職あっせんが可能な者 

 (2) 求人開拓 

   被災者の求職条件に基づき、求人開拓を実施するとともに、他県に対しても求人開拓を依

頼する。 

 (3) 職業のあっせん 

   職業相談、求人開拓の結果に基づき、現地において災害復旧工事等に従事することを希望

する者に対しては、当該職業を紹介し、県の他の地域又は他の都道府県を希望する者に対し

てはそれぞれ希望に応じた職業を紹介するように努める。 

 

２ 租税等の徴収猶予、減免（地方税法ほか） 

 (1) 県税の減免等の措置 

  ア 県税の期限の延長（地方税法第20条の５の２ほか） 

    申告、申請、納付、納入等の期限延長  ２月以内 

  イ 県税の徴収猶予（地方税法第15条ほか）  １年（やむを得ない場合２年）以内 

  ウ 県税の減免 

   (ア) 個人の県民税 

   (イ) 個人の事業税 

   (ウ) 不動産取得税 

   (エ) 自動車税 

   (オ) 固定資産税 

   (カ) 産業廃棄物税 

 

 (2) 市税の減免等の措置 

  ア 市税の期限の延長（地方税法第20条の５の２ほか） 

    申告、申請、納付、納入等の期限延長  ２月以内 

  イ 市税の徴収猶予（地方税法第15条ほか）  １年（やむを得ない場合２年）以内 

  ウ 市税の減免 

   (ア) 市民税 
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   (イ) 固定資産税 

   (ウ) 軽自動車税 

   (エ) 都市計画税 

 (3) 保険税等の減免等の措置 

  ア 保険税等の徴収猶予 

  イ 保険税等の減免 

   (ア)国民健康保険税（地方税法第717条ほか） 

   (イ)後期高齢者医療保険料（高齢者の医療の確保に関する法律） 

   (ウ)介護保険料（介護保険法） 

 

３ 生業資金の確保 

 (1) 生活福祉資金（福祉資金） 

   生活福祉資金貸付制度に基づき、市社会福祉協議会は、県社会福祉協議会と協力して被災

世帯に対し、自立更生を目的とした必要な資金の貸付けを行う。 

  ア 貸付対象 

    災害を受けたことにより臨時に必要となる経費 

 (ア) 貸付対象世帯 

 ①低所得世帯 

      ②障害者世帯 

      ③高齢者世帯（日常生活上療養又は介護を要する〈要介護１以上〉65 歳以上の高

齢者がいる世帯 ※４人世帯で年収 600 万円程度まで） 

  (イ) 借入申込人の年齢は 65 歳以下。また、生活福祉資金貸付の連帯保証人でないこと、

あるいはなろうとしていないこと。 

  (ウ) 連帯保証人は、原則として長崎県内に居住する者とし、年齢は60歳以下〈同一世帯

の者は除く。 

  イ 貸付限度額及び償還期限 

   (ア) 貸付限度額  150万円 

   (イ) 据置期間   半年以内 

   (ウ) 償還期間   ７年以内 

   (エ) 貸付利子   連帯保証人がいる場合  無利子 

             連帯保証人がいない場合 年1.5％ 

  ウ 貸付条件 

   (ア) 連帯保証人  原則１人（ただし連帯保証人がいない場合も借入申込可） 

   (イ) 延滞利子   年3.0％ 

  エ 提出書類（申込先：市社会福祉協議会） 

   (ア) 借入申込書（所定のもの） 

（イ） 世帯全員の住民票（３か月以内のもの） 

   (ウ) 罹災証明書（市長が発行したもの） 

   （エ） 世帯で収入のある者全員の所得証明書 
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   （オ） 復旧工事に係る見積書等 

   オ その他 

     貸付限度額については、個別の状況により必要と認める場合には 5,800,000 円とし、

償還年数は 20 年以内とする。 

 

  (2) 母子福祉資金貸付金及び父子福祉資金貸付金並びに寡婦福祉資金貸付金 

    県との緊密な連携のもとに、貸付制度について広く周知を図り、母子及び父子並びに寡

婦福祉法（昭和39年法律第129号）に基づいて県が行う貸付けの窓口となる。 

  ア 貸付対象 

   (ア) 母子福祉資金貸付金 

      母子家庭の母（配偶者と死別した女子であって、現に婚姻をしていない者及びこれ

に準ずる女子で、現に20歳未満の児童を扶養している者）、配偶者のない女子が扶養

している児童。父母のない20歳未満の児童。母子・父子福祉団体 

（イ）父子福祉資金貸付金 

父子家庭の父（配偶者と死別した男子であって、現に婚姻していない者及びこれに準

ずる男子で、現に20歳未満の児童を扶養している者）。配偶者のない男子が扶養してい

る児童。父母のない20歳未満の児童。母子・父子福祉団体。 

(ウ) 寡婦福祉資金貸付金 

      寡婦（かつて、母子家庭の母であった者）、40歳以上の配偶者のない女子であっ

て、母子家庭の母及び寡婦以外の者及び母子福祉団体 

  イ 貸付金申込みの受付 

    窓口は、市こども未来課（福祉事務所（支所 地域振興課））とし、直接の指導、相談

等については、主としてこども未来課（福祉事務所）の母子・父子自立支援員が当たる。 

  ウ その他 

    災害による被害を受けた者に対する事業開始資金、事業継続資金又は住宅資金の貸付金

については、その被害を受けた種類及び程度に応じて据置期間を２か年以内に延長するこ

とができ、その期間中は無利子である。 

  エ 母子福祉資金貸付金及び父子福祉資金貸付金並びに寡婦福祉資金貸付金一覧表（災害関

連分） 

 

資 金 名 貸 付 金 額 の 限 度 据置期間 償還期間 

事業開始資金 

個人貸付け 3,030,000円 １ 年 ７年以内 

団体貸付け 4,560,000円 １ 年 ７年以内 

事業継続資金 

個人貸付け 1,520,000円 ６か月 ７年以内 

団体貸付け 1,520,000円 ６か月 ７年以内 
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住 宅 資 金 

 1,500,000円 

６か月 
６年以内 

(災害７年以内) 
（ただし、災害老朽化等による 

増改築の場合      2,000,000円） 

   （注） １．償還方法  月賦又は半年賦若しくは年賦による。 

       ２．利  子  利率  事業開始資金 

連帯保証人有 無利子 

連帯保証人無 年1.0％ 

                   事業継続資金 

連帯保証人有 無利子 

連帯保証人無 年1.0％ 

                   住宅資金 

連帯保証人有 無利子 

連帯保証人無 年1.0％ 

 (3) 生活保護 

   福祉課（福祉事務所）は、生活保護法による被生活保護世帯が災害に遭い、災害救助法の

適用を受けない場合においては、生活保護法に基づく基準の範囲内で被服費・家具什器費・

教育費・住宅維持費等を支給して支援する。 

 (4) 災害弔慰金の支給、災害障害見舞金の支給及び災害援護資金の貸付け 

  ア 支給及び貸付対象 

    自然災害による被害のみを対象とする。 

  イ 災害弔慰金 

   (ア) 平戸市災害弔慰金の支給等に関する条例（資料１－５参照）によって支給 

   (イ) 死亡者が生計維持者の場合500万円、その他の者の場合250万円を支給 

   (ウ) 弔慰金を支給する場合の災害の範囲 

    ａ 市の区域内で住居滅失数が５戸以上 

    ｂ 県内の他の市町で災害救助法が適用された場合の災害 

    ｃ その他特別の場合 

  ウ 災害障害見舞金 

   (ア) 平戸市災害弔慰金の支給等に関する条例（資料１－５参照）によって支給 

   (イ) 災害により重度の障害（労働災害補償保険法に定める１級程度の障害）がある市民

に対し、生計維持者の場合250万円、その他の場合125万円を支給する。 

   (ウ) 見舞金を支給する場合の災害の範囲 

      災害弔慰金の場合と同じ。 

  エ 災害援護資金の貸付け 

   (ア) 世帯主が負傷（療養期間１か月以上）し、次のいずれかに該当する場合 

    ａ 家財の損害（価格の１／３以上の被害）及び住居の損害がない場合 150万円 
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    ｂ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合         250万円 

    ｃ 住居が半壊した場合                      270万円 

    ｄ 住居が全壊した場合                      350万円 

   (イ) 世帯主の負傷がなく、次のいずれかに該当する場合 

    ａ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合         150万円 

    ｂ 住居が半壊した場合                      170万円 

    ｃ 住居が全壊した場合（ｄの場合を除く。）            250万円 

    ｄ 住居の全体が滅失し、若しくは流失し又はこれと同等と認められる特別の事情があ

った場合                            350万円 

   (ウ) 連帯保証人有 無利子 

   (エ) 償還方法 年賦償還、半年償還、月賦償還 

  (オ) 償還期間 10年（償還期間は10年で、措置期間はそのうち３年） 

   (カ) 所得制限 

      市民税、所得割の課税標準額を世帯状況に応じ、次のように定める。 

       １人世帯のときは220万円、２人であるときは430万円、３人であるときは620万

円、４人であるときは730万円、５人以上であるときは730万円にその世帯に属する

者のうち、４人を除いた者１人につき30万円を加算した額。ただし、その世帯の

住居が滅失した場合にあっては、1,270万円とする。 

  オ 国県市町の負担割合 

   (ア) 弔慰金   国 ２／４  県 １／４  市 １／４ 

   (イ) 障害見舞金 国 ２／４  県 １／４  市 １／４ 

   (ウ) 貸付金   国 ２／３  県 １／３  市 なし 

  カ 小災害り災者に対する見舞金品の支給 

    平戸市民で災害により損害を受けた者等に見舞金品をおくり、その自立更生を助長する。 

区 分 支 給 対 象 者 金        額 

弔 慰 金 

災害により死亡した者（その者の

故意又は重大な過失によって死亡

した者を除く）の遺族 

死亡者１人につき100,000円。ただし死

亡者が主として生計を維持していた場合

200,000円 

見舞金品 
災害救助法の適用基準に達しない

災害により被害を受けた世帯 

り災の 

程度 

世帯構成 

全壊、全焼 

流失 
半壊、半焼 

１人世帯 15,000円 10,000円 

２人世帯 20,000円 14,000円 
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３人以上１

人増すごと

に加算する

額 

6,000円 5,000円 

   ※ この要領でいう「災害」とは市内で起こった火災、風水害、その他予測できない天災

地変等による災難事故をいう。 

 (5) 被災者生活再建支援金の支給 

   被災者生活再建支援法（平成10年法律第66号）（以下「法」という。）に基づき、県は、自

然災害によりその生活基盤に著しい被害を受け、自立した生活を再建することが困難な者に

対し、自立した生活を開始するために必要な経費に充てるため、被災者生活再建支援金の支

給を行う。（支給事務については、都道府県から事務の全部の委託を受けて、被災者生活再

建支援基金（以下「基金」という。）が行う。）また、国の支援制度の適用要件を満たさない

市町に居住する被災者に対しては、長崎県・市町被災者生活再建支援制度（県・市町負担）

による支援金の支給を行う。 

   市は、法に基づき基金の事務の一部を委託された場合および、長崎県・市町被災者生活再

建支援制度による給付金の支給を行う場合は、申請書の審査・取りまとめ等、支給に関する

事務が適切かつ速やかに実施されるよう県と連携を図りながら事務を行う。 

  ア 対象となる自然災害 

   (ア) 自然災害の種類 

     ・暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波、噴火、地すべり、山崩れ、がけ崩れ、土地

隆起、土地沈降、土石流、火砕流等 

   (イ) 災害の程度 

    ① 国の支援制度 

     ａ 災害救助法に該当する被害が発生した市町における自然災害 

     ｂ 10世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した市町における自然災害 

     ｃ 100世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した都道府県における自然災害 

     ｄ ５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、ａ～ｂが発生した都道府県の市町

（人口10万人未満に限る）における自然災害 

     ｅ ５世帯以上の住宅が全壊する被害が発生し、a～cが発生したくいきに隣接する市

町（人口10万人未満に限る）における自然災害1

     ｆ ａ若しくはｂの市町を含む都道府県またはcの都道府県が２以上ある場合に、５

世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町（人口５万人未満に限る）における自然災

害 

    ② 県・市町の支援制度 

     ａ 長崎県または福岡県・佐賀県・熊本県で法が適用される災害 

     ｂ 長崎県または福岡県・佐賀県・熊本県で災害救助法が適用される災害 
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  イ 支給対象世帯と支給額 

(ア) 支給対象世帯 

 ａ 住宅が全壊した世帯 

    ｂ 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

    ｃ 災害による危険な状態が継続し、住居に居住不可能な状態が長期間継続している世帯 

    ｄ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半

壊世帯） 

    ｅ 住宅が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難な世帯（中規模

半壊世帯） 

 (イ) 支給額 

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる。 

      （※ 世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額の３/４の額） 

 

    ①住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

住宅の 

被害程度 

全壊 

(ア)a に 

該当 

解体 

(ア)b に 

該当 

長期避難 

(ア)c に 

該当 

大規模半壊 

(ア)d に 

該当 

中規模半壊 

（ア）ｅに 

該当 

支給額 100 万円 100 万円 100 万円 50 万円 － 

 

②住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

住宅の 

再建方法 
建設・購入 補 修 

賃 借 

（公営住宅以外） 

支給額 

（ａ～ｄ） 
200万円 100万円 50万円 

支給額 

（ｅ） 
100万円 50万円 25万円 

※ 一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する 

場合は、合計で 20（又は 100）万円 

 

（ウ） 支援金の支給申請 

 

 

 

 

 

 

  ウ 支給対象経費 

   (ア) 生活関係経費 

    ａ 通常分 

     (a) 生活に通常必要な物品の購入費又は修理費（自動炊飯器、電子レンジ、電気冷

蔵庫、電気掃除機、電気洗濯機など） 

申請窓口 市役所福祉課 

申請時の添付書

類 

①基礎支援金：罹災証明書、住民票等 

②加算支援金：契約書（住宅の購入、賃借等）等 

申請期間 
①基礎支援金：災害発生日から13月以内 

②加算支援金：災害発生日から37月以内 
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     (b) 住居の移転に通常必要な移転費（引越費用） 

    ｂ 特別分 

     (a) 被災世帯の住居地域、特性により対象となる生活品の購入費又は修理費（ルー

ムエアコン、ストーブ、防寒服、ベビーベッド、学生服、眼鏡等） 

     (b) 住居を移転するための交通費 

     (c) 住宅を賃借する場合の礼金、権利金など 

     (d) 自然災害により負傷し、又は疾病にかかった場合の治療に要する医療費 

   (イ) 居住関係経費 

    ａ 家賃等 

     (a) 住宅（公営住宅を除く。）を賃借する場合の家賃 

     (b) 一時的な居住に要する仮設住宅、その他施設の利用料 

    ｂ 家賃等以外 

     (a) 住宅の再建設のため必要な住宅の解体、廃棄物の撤去及び整地に要する費用 

     (b) 住宅建設又は購入のための借入金利息及び債務保証料 

     (c) 住宅の賃借、建設又は購入のために必要な手数料 

   (ウ) 支援金支給手続き 

    ① 国の支援制度 

      各被災者からの申請を市で受付を行い、県を経由して財団法人都道府県会館に申請

書を提出し、財団法人で審査を行い、支給決定及び支援金支給を行う。 

    ② 県・市町の支援制度 

      各被災者からの申請を市で受付を行い、県に申請書を提出し、県で審査、支給決定

及び支援金支給を行う。 

 (6) 児童救済金の支給 

    公益財団法人長崎県児童救済基金より、当該給付規定に基づき、被災時に児童の保護者

が長崎県内に居住する被災児童に対し救済金を支給する。市は、窓口となって被災者を支

援する。 

  ア 給付対象 

    火災、風水害等による被災児童を対象とする。 

  イ 救済金の種類と額 

   (ア) 学資金    親をなくした被災児童が、小学校～大学等を卒業するまで給付 

    ａ 両親・父親の死亡  小・中学生 年 66,000円  高校生 年264,000円 

                大学生等  年371,000円 

    ｂ 母親の死亡     小・中学生 年 33,000円  高校生 年132,000円 

                大学生等  年186,000円 

   (イ) 被服文具費  住家を失ったときに給付 

小・中・高校生 50,000円 

             ３歳～６歳までの幼稚園等に通う未就学児 35,000円 
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   (ウ) 修学旅行資金 被災児童の修学旅行費用を給付（住家を失ったときは、その翌年度

まで） 

              小学生 40,000円、中学生 70,000円、高校生 110,000円 

   (エ) 就職支度金  中・高校を卒業して就職するとき給付 50,000円 

  ウ 交付申請 

    罹災証明等を添付し、「救済金交付申請書」を市役所（こども未来課）に提出する。 

 

４ 住宅災害の復旧対策 

 (1) 住宅災害についての情報収集 

   市は、被害状況を的確に把握し、住宅の災害対策の万全を期するため、被害状況のいかん

にかかわらず、災害により住宅に被害が発生した場合は直ちに県（住宅課）に住宅災害報告

書を提出する。県は、これを取りまとめ、直ちに国土交通省（住宅局総務課）に報告すると

ともに住宅金融公庫（福岡支所経由）その他関係機関に通報し、援助指導体制の確立を計る

こととなっている。 

 (2) 住宅災害の復旧対策 

  ア 公営住宅法による災害公営住宅の建設 

   (ア) 適用される災害 

    ａ 天然災害の場合は災害により滅失した住家の戸数が被災地全域で500戸以上、又は

市内で200戸以上若しくはその区域内全住宅の１割以上 

    ｂ 火災の場合は火災により滅失した住家の戸数が被災地全域で200戸以上、又は市内

の１割以上 

   (イ) 事業主体 

      原則として市 

   (ウ) 国庫補助 

      災害により滅失した住宅戸数の３割以内の公営住宅を建設する場合、その工事費の

２／３ 

  イ 公営住宅法による既設公営住宅の復旧（再建設と補修） 

   (ア) 適用基準 

      一戸当たりの復旧費が11万円以上のものを対象として一事業主体内で合計190万円

以上になった場合 

   (イ) 国庫補助 

      再建、補修共１／２ 

  ウ 住宅金融公庫法による災害復興住宅の建設、補修及び一般個人住宅の災害特別貸付制度 

    住宅金融公庫法施行規則第１条の３に規定される災害について適用される。 

 

 (3) 住宅の被害区分 
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被害の区分 被  害  の  程  度 

滅失 

全 壊 

全流失 

全 焼 

住宅の主要構造部の損害額が「その住宅全体の時価」に対する比率が 

50％以上のもの 

損傷 

半 壊 

半流失 

半 焼 

上の比率が20％以上50％未満 

その他 上の比率が20％未満のもの 

５ 生活必需物資、復旧用資器材の確保 

  被災地における民生の安定を図り、業務運営の正常化を早急に実現し、生活必需品、災害復

旧資材の適正な価格による円滑な供給を確保するため関係機関と密接な連絡協調のもとに物資

の優先輸送の確保に必要な措置、その他適切な措置を講ずる。 

 (1) 生活必需物資の確保 

   被災地の販売機構等の混乱に加えて需要、供給の不均衡により物価の高騰の防止を図るた

め、状況に応じ必需物資の確保と需要供給の調整に努め民生の安定を図る。 

 (2) 復旧用資器材の確保 

   被災地の需要を充たし、物価、民生の安定を図るため関係機関と協力して復旧用資器材の

確保に努める。 

 

６ 罹災証明の発行 

  罹災証明に付いては、被災者生活再建支援金の支給や住宅の応急修理、義援金の配分等の支

援措置の適用の判断材料として幅広く活用され、極めて重要な役割を果たしているため、発災

後、被災者から申請がある場合、速やかに、罹災証明を交付する。 

  (1) 対象となる災害の規模 

    ① 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地す

べりその他の異常な自然現象 

    ② 大規模な火事又は爆発、その他その及ぼす被害の程度において、これらの類する政

令で定める原因により生ずる被害 

  (2) 被害調査の基準 

    罹災証明書の交付及び住家等の被害調査に関する事務は、平戸市が行う。なお、被害認

定基準については、国が示している「災害の被害認定基準」及び「災害に係る住家の被害

認定基準運用指針」に沿って行う。 

 





�
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□3 〈１.予防〉第 1節～第 3節

節 節    名 
基 本 計 画 編

参 照 ペ ー ジ 
各 節 の 使 用 方 法           

第１節 防災知識・思想の普及 101 
「第２編 基本計画編 第１章 

災害予防計画」を使用する。 

 
第２節 地震防災訓練の実施 104 

第３節 自主防災活動計画 107 
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第４節 防災都市・地域づくり計画 
 本庁（総務課・建設課・都市計

画課・農林課・水産課） 
 支所（地域振興課） 

 

大規模地震の被害は、建物倒壊、土砂崩れ、構造物の破損、また、これらにより引き起こされ

る火災等の二次災害により大きな人的、物的被害を広範囲に及ぼす。 

この地震被害を最小限に食い止めるためには、個々の建築物等の耐震化、不燃化の推進に加

え、市街地などの面的な視点からの取組も必要となる。 

こうした観点から、市街地の整備を行う際にも地震災害対応を考慮しながら事業を実施するも

のとし、土砂崩れ等の災害に備えて実施する、地すべり防止事業、急傾斜地崩壊防止事業や砂

防、治山事業についても、緊急度、重要度を考慮し展開する。また、地震に伴い生ずる液状化現

象等による被害を防止するための対策を計画的に推進する。 

 

１ 耐震性の確保 

(1) 建築物、土木構造物、通信施設、ライフライン施設、防災関連施設の耐震性の強化を図

る。 

(2) 耐震設計における基本的な考え方 

ア 供用期間中に発生する可能性のある一般的な地震に対して、機能に重大な支障を起こさ

ない。 

イ 直下型地震等高レベルの地震動に対しても、人命の安全を確保する。 

(3) 代替性の確保、多重化等により総合的なシステムの機能確保を図る。 

(4) 主要な道路、鉄道、港湾等の基幹的な交通・通信施設の耐震設計及びネットワークの充

実を図る。 

２ 郷土保全事業の充実 

(1) 地震に強い郷土の形成を図り、保全事業を総合的、計画的に推進する。 

(2) 地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所及び土石流危険箇所のうち、避難路、緊急輸

送路及び人家に大きな被害が予想され、地震防災上緊急度が高い地区について危険区域の指

定を進めるとともに防災施設の整備を図り、地震時における災害の発生を抑制し、被害の軽

減を図る。 

(3) 人家、道路等を下流域にもつ危険なため池については、貯水の放流、調節等の措置がで

きるよう堤体の補強及び付帯構造物の新設・改修を行う。 

３ 地震に強いまちの形成 

(1) 市は、地震防災対策特別措置法に基づく事業の推進を図る。 

(2) 都市計画基礎調査により災害の発生状況等の把握に努め、災害に強い都市・地域の方針

の都市計画への位置づけを推進する。 

(3) 避難路及び消防活動困難区域の解消に資する道路整備を推進し、災害発生時においても

機能するような十分な幅員を確保する。 
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 (4) 老朽木造住宅密集市街地等、防災上危険な市街地の解消を図るため、土地区画整理、市

街地再開発による市街地の面的な整備を図る。 

(5) 道路、公園等の施設の整備とともに、医療、福祉、行政、避難、備蓄等の機能を有する

公共、公益施設を集中整備し、相互の連携により、地域の防災活動拠点として機能する防災

安全街区を土地区画整理事業等により整備する。 

(6) 防火地域等の活用を図り、避難地、避難路、延焼遮断帯等都市防災上重要となる地域に

おける建築物の不燃化を図る。 

(7) 飲料水兼用の耐震性貯水槽を学校や公園等へ整備推進する。 

４ 液状化対策 

 (1) 市内の液状化の可能性のある地域を調査し、可能性のある地区においては、液状化に関

する知識の普及に努め、地盤改良等の実施による液状化発生防止策を講じるように指導す

る。 

 (2) 大規模な開発を行う地区においては、液状化対策に有効な措置を講じる。 

 (3) 埋立地、干拓地における地盤災害対策の推進を図る。 

５ 急傾斜地対策 

 (1) 目 的 

   地震により、災害の発生が予想される地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所、土石流

危険箇所等（資料３－１、３－２参照）について防災施設の整備を図る。   

 (2) 方 針 

   地すべり、急傾斜地、土石流の土砂災害警戒区域等のうち、避難路、緊急輸送路及び人家

に大きな被害が予想され、地震防災上緊急度が高い地区について危険区域の指定を進めると

ともに防災施設の整備を図り、地震時における災害の発生を抑制し、被害の軽減を図る。 

   また、人家、道路等を下海域にもつ危険なため池については、貯水の放流、調節等の措置

ができるよう堤体の補強及び付帯構造物の新設・改修を行う。 

 

６ ため池対策 

(1) 目 的 

ため池等の破壊及び貯水の溢水による被害を防止するために、整備補強を行う。 

(2) 方 針 

 人家、道路等を下海域にもつ危険な防災重点ため池については、貯水の放流、調整等の措

置ができるよう堤体の補強及び付帯構造物の新設・改修を行う。 
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第５節 消防計画 
 本庁（総務課、消防署） 
 支所（地域振興課） 

 

地震の発生に際して、消防活動が迅速かつ的確に実施できるよう、消防活動の組織、方法及び

関係機関との協力体制を確立しておく必要がある。このため、市は、消防機関と連携をとりなが

ら消防団、地域住民及び事業所による消防活動体制、並びに消防用水利、装備、資機材等の整備

を推進する。 

具体的な計画については、第２編第１章第７節「消防計画」に準ずる。ただし、次の事項につ

いては、特に留意して対策を推進する。 

 

１ 出火防止 

市及び消防本部は、市民をはじめ事業所等の関係者に理解と協力を求め、地震による火災を

未然に防止するために、予防査察及び火災予防運動等のあらゆる機会をとらえ、次の指導を徹

底する。 

(1) 一般家庭に対する指導 

ア ガスコンロや石油ストーブ等の一般火気器具からの出火、とりわけ油鍋等を使用してい

る場合の出火防止のため、地震時にはまず火を消すこと、火気器具周辺に可燃物を置かな

いこと等の指導を行う。 

イ 対震自動遮断装置付きガス器具や石油ストーブ等の使用並びに管理の徹底を図る。 

ウ 家庭用消火器、消防用設備等の設置並びにこれら器具の取扱い方法について指導する。 

エ 家庭用小型燃料タンクは、転倒防止装置を施すよう指導する。 

オ 防火ポスター・パンフレットなどの印刷物の配布、その他火災予防期間中の広報車によ

る呼びかけ、各家庭への巡回指導等を通じて火災予防の徹底を図る。 

カ 特に、寝たきり老人、独居老人、身体障害者等のいる家庭については、家庭訪問を実施

し、出火防止及び避難管理について詳細な指導を行う。 

キ 住宅用火災警報器の設置および維持管理指導を行う。 

(2) 職場に対する指導 

ア 消防用設備等の維持点検と取扱い方法の徹底を図る。 

イ 終業時における火気点検の徹底を図る。 

ウ 避難、誘導体制の総合的な整備を図る。 

エ 災害発生時における応急措置要領を作成する。 

オ 自衛消防組織の育成指導を行う。 

カ 不特定多数の者が出入りする施設においては、特に出火防止対策を積極的に指導する。 

キ 化学薬品を保有する学校・研究機関等においては、混合発火が生じないよう適正に管理

するよう指導する。 

２ 初期消火 

地震時においては、同時多発火災が予想され、消防力にも限界があることから家庭や職場な
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どで地域住民が行う初期消火が極めて有効であり、市民による初期消火能力を高め、家庭、地

域及び職場における自主防災体制を充実し、消防本部と消防団等が一体となった地震火災防止

対策を推進するため、市及び消防本部は、次のとおり活動体制を確立する。 

(1) 家庭、地域における初期消火体制の整備 

ア 地域単位で自主防災組織の育成を図り、平素から地震時における初期消火等について具

体的な活動要領を定めておく。 

イ 婦人による家庭防火思想の普及徹底を図るため、組織づくりの推進及び育成を図る。 

ウ 幼年期における防火教育を推進するため、保育・幼稚園児、小学生及び中学生を対象と

した組織の育成・充実を図る。 

(2) 地域ぐるみの防災訓練等の実施 

ア 市民参加による地域ぐるみの防災訓練を実施し、初期消火に関する知識、技術の普及を

図る。 

イ 計画的かつ効果的に防災教育、防災訓練を行い、市民の防災行動力を一層高めていくと

ともに、家庭、自主防災組織及び事業所等の協力・連携を促進し、地域における総合防災

体制の充実強化を図る。 
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第６節 建築物等災害予防計画 

 本庁（総務課 建設課 都市計
画課 教育委員会 水道局 消
防本部） 

 支所（地域振興課 公民館） 

 

地震による建築物の被害を最小限に抑え、市民の生命、財産等を保護するため、建築物の耐震

性を確保し、安全性の向上を図る。 

 

１ 公共建築物の耐震性強化 

(1) 公共建築物の中には災害発生後、復旧活動の拠点ともなる建築物も多く、また、避難行

動要支援者が利用する建築物も多いことから、特に耐震性が要求されるため、計画的に耐震

診断を実施し、必要に応じて耐震改修等を行う。 

(2) 耐震診断・耐震改修のための技術的な指導等は、「建築物の耐震改修の促進に関する法

律」に基づき、耐震診断・耐震改修について必要な指導・助言等をする。 

(3) 防火管理者の選任 

消防本部の指導により、学校、病院等で消防法第８条の規定により定められた防火対象物

については、防火管理者を選任し、火災予防の徹底を図る。 

２ 教育施設の耐震性強化 

(1) 校舎等の耐震性の強化 

校舎等の耐震性の強化を図るとともに、教育施設としての機能向上を基本に防災機能の整

備・拡充に努める。 

(2) 設備・備品等の安全管理 

設備（照明設備等）及び備品（ロッカー、実験実習機器等）等の設置に当たっては、転

倒、落下等の防止について、その安全性を強化するとともに、震災時において、児童・生

徒、教職員の避難通路が確保できるよう設置場所等について十分配慮する。 

(3) 水泳プールの防災機能等の整備 

震災時における防火用水及び飲料水を確保するため、引き続き水泳プールの耐震性の強化

を図るとともに浄水機能の整備を計画的に進める。 

３ 一般建築物の耐震性強化 

(1) 一般建築物についても、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、耐震診断・

耐震改修について必要な指導・助言等を行い、地震に対する安全性の向上を図る。 

(2) がけ地近接等危険住宅移転事業計画を策定し、移転事業の推進を図る。 

(3) 市民等への意識啓発 

ア 耐震診断の必要性の啓発 

既存建物については、耐震診断・耐震改修相談窓口を開設したり、講習会等を実施する

ことにより、耐震診断の必要性を啓発する。 

イ 専門家の協力による指導・啓発 

(ア) 建築士会、建築士事務所協会等の建築関係団体の協力を得て、専門家による耐震診
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断を推進することにより、耐震性の向上に向けた知識の普及啓発施策を実施するとと

もに、耐震診断を促進するための体制の整備を図る。 

(イ) 地震により被災した建築物の安全性を判定し、また余震等による倒壊や落下物によ

る二次災害の防止を図るため、応急危険度判定体制の整備を図る。 

      体制の整備に当たっては、県が関係団体と協定を締結しており、連携して取り組

む。 

４ 水道施設の耐震性強化 

  水道施設の耐震性の強化を図るため、水道施設の新設、拡張及び改良等に際しては、水道施

設の技術的基準を定める省令及び日本水道協会制定の指針等に沿って、十分な耐震設計及び施

工を行う。 

５ 特殊建築物等の安全化 

(1) 特殊建築物の定期報告 

旅館・ホテル、物品販売業を営む店舗等の特殊建築物については、所有者又は管理者が、

建築士等に維持保全の状況等について、定期的に調査・検査をさせて、その結果を報告する

建築基準法第12条の規定に基づく定期報告制度により、安全確保を図る。 

(2) 特殊建築物の定期的防火検査の実施 

前記に掲げた特殊建築物等多人数に供される施設については、年間を通じパトロールを行

い、建築物の安全確保に対して積極的な指導を推進する。 

６ 落下物・ブロック塀等 

建築物の外壁タイル、窓ガラス等の落下及びブロック塀等の倒壊に伴う人的、物的被害を防

止するため、落下物及びブロック塀等の安全対策について、市民に対する普及、啓発活動を行

う。 

７ サーバー等の安全対策 

地震発生の際、庁舎内等に設置しているサーバー等の一時停止に対する平常時からの防災対

策として庁内での人的被害を最小とするとともに、速やかにシステムを再稼働させることを目

標としていく。また、停電に備え自家発電設備の整備が必要である。 

(1) 建物に関すること 

ア 天井、照明器具の落下防止 

イ フリーアクセス床の跳ね上がりや落下防止 

ウ 壁・窓ガラスの破損防止 

エ 避難エリア・通路の確保 

(2) サーバー等及び付帯設備に関すること 

  ア 機器の移動・転倒防止 

イ ケーブルの断線やコネクターのゆるみ防止 

ウ データファイルの破損防止 
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エ 重要なシステム・データ等のバックアップサーバの同時に被災しない場所への設置 

オ 通信設備及び空調設備の固定 

カ 非常用電源の確保 

キ 庁内ＬＡＮ回線の被害防止 

ク ＮＴＴ通信回線等の地方機関との回線の確保 

ケ 自動消火設備の設置 

 (3) ソフト面の防災対策 

ア 防災体制の明確化 

イ 地震時の処置・手順要領の作成と周知徹底 

ウ 復旧連絡網の整備 
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□3 〈１.予防〉第７節 避難収容計画

第７節 避難収容計画 

 本庁（総務課 市民課 福祉課 
建設課 消防本部 教育委員
会） 

 支所（地域振興課 公民館） 

 

大規模な災害発生時における避難者の収容のため、市は事前に、緊急に避難する場所としての

避難場所、また、二次避難所として、ある程度の設備が整っている集会所等の避難施設へ向かう

避難路等について、発災の際、速やかに開設及び運営ができるようにそれぞれ指定するとともに、

実施計画を定めておく。 

 

１ 避難場所の確保 

災害から市民が一時避難するための場所についてあらかじめ定めておく（資料６－１参

照）。 

また、学校等教育施設を避難場所として指定する場合は、あらかじめ当該施設の管理者及び

施設を所管する教育委員会等と災害時に的確な対応がとれるよう十分に協議する。 

この場合、次の条件に留意する。 

(1) 火災による輻射熱等、被害の危険性のない場所であること。 

(2) 洪水による浸水等の被害のおそれのない場所であること。 

(3) がけ崩れのおそれのないこと。 

(4) 臨時ヘリポートあるいはヘリコプター着陸可能地点に至近であること。 

(5) 対象とする地区の市民を収容する広さを確保すること。（避難場所の必要面積は、おおむ

ね２㎡１名を目安とする。） 

(6) 危険物施設等が近くにないこと。 

なお、必要に応じて、広域避難場所についても事前に検討する。 

２ 避難施設の確保 

風水害等による家屋の倒壊、焼失等により住居を喪失した市民を収容するための避難収容施

設をあらかじめ選定、確保し、整備を図る。この場合、避難収容施設は原則として公共建築物

である（資料６－１参照）。 

(1) 避難施設等の選定要件 

ア 「避難場所の確保」で示した条件を満たすところに建っている施設であること。 

イ 救援、救護活動を実施することが可能であること。 

ウ 給水、給食等の救助活動が可能であること。 

エ その他被災者が生活するうえで、市が適当と認める場所であること。（避難者の必要面

積は、おおむね3.3㎡２名を目安とする。） 

(2) 避難施設の管理 

ア 避難施設の管理責任者をあらかじめ定めておく。 

イ 避難施設の運営に必要な資機材等をあらかじめ整備しておく。 

ウ 避難者数を想定して、必要最小限の水、食料、毛布等の備蓄に努める。 
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エ 運営に必要な事項についてあらかじめマニュアル等を作成しておく（資料６－２参照）。 

オ 学校等教育施設を避難施設として指定する場合は、あらかじめ当該施設の管理者及び施

設を所管する教育委員会等と、使用する施設の区分（校庭、体育館、教室等の個別指定や

使用順位等）や運営体制等について十分に協議し、災害時及び災害復旧後の教育活動が速

やかに正常化へ移行できるよう努める。 

カ 指定した避難施設については、施設・設備や周辺地域の状況の変化を調査して、避難施

設としての適性について当該施設の管理者等と検討を行い、避難機能の整備充実に努め 

る。 

  キ 停電時においても、施設・整備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活用を

含めた非常用発電設備等の整備に努める。 

(3) 避難施設の設備及び資機材の配備 

避難施設に必要な次の設備及び資機材については、災害時に早急に配備できるように準備

に努める。 

ア 通信機材 

イ 放送設備 

ウ 照明設備（非常用発電機を含む。） 

エ 炊き出しに必要な機材及び燃料 

オ 給水用機材 

カ 救護所及び医療資機材 

キ 物資の集積所 

ク 仮設の小屋又はテント 

ケ 防疫用資機材 

コ 工具類 

サ 仮設のシャワー又はフロ 

シ 冷・暖房器具 

ス クッション材等 

セ 仮設のトイレ 

３ 避難路の確保 

避難場所、避難施設への経路を避難路として指定する場合、次の事項に留意する。 

(1) 十分な幅員があること。 

(2) 万一に備えた複数路の確保 

(3) がけ崩れ等の危険箇所を通過しない経路の選定 

上記条件を満たす避難路を選定した場合、周辺道路の交通規制について道路管理者及び県公

安委員会と協議し、避難路の確保を図るとともに、特にスクールゾーンにおける危険施設（ブ

ロック塀等）の調査を行い、危険要因の排除に努める。 

４ 避難計画の整備 

次の事項に留意して避難計画を整備する。 





















�
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第１節 平戸市災害対策本部 
 全 部 

 

市域に大規模な地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、市は、速やかに災害対

策本部等組織の編成、要員の確保を行い、初動体制を確立するとともに、関係機関と緊密な連携

を図りつつ地震災害の発生を防御し、又は応急的救助を行うなど災害の拡大を防止するための活

動体制を整備する。 

 

１ 災害警戒本部 

  災害警戒本部の設置及び組織については第２編第２章第１節「平戸市災害対策本部」に準ず

る。ただし、設置基準については次のとおりとする。 

 (1) 震度４の地震が観測されたとき。 

２ 災害対策本部 

災害対策本部の設置・組織及び所掌事務等については、第２編第２章第１節「平戸市災害対

策本部」に準ずる。ただし、勤務時間外に大規模地震が発生し、交通機関の途絶等によって災

害対策本部の正常な運営が直ちにできない場合は、あらかじめ、市長が指名する緊急防災要員

等による初動体制によって、被害状況の把握等を行うとともに、災害応急対策を実施する。 

３ 地震発生時の緊急配備体制 

配備体制については、第２編第２章第１節「平戸市災害対策本部」に準ずる。ただし、地震

災害時における体制配備時期については、次のとおりである。 

(1) 配備の基準 

区 分 配 備 時 期 配  備  内  容 

第１配備 

 震度５弱以上の地震が

観測されたとき。 

１ 情報・連絡を担当する少数の人員をもって充

てる。 

２ 災害対策本部規程に基づき、気象情報の受理

及び通報、職員の非常招集等を担当する職員及

びその他本部長が必要と認める若干名が配置に

つく。 

第２配備 

 局地的な災害が発生し

た場合、又は発生のおそ

れがある場合。 

１ 災害発生と共に直ちに災害応急活動が開始で

きる体制とする。 

２ 各部の部長が各部の分担事項より勘案し、班

の編成をたて、総務部に連絡し、動員配置の円

滑化を図るものとする。 

第３配備 

 市全域にわたって地震

より災害が発生したと

き、又は発生するおそれ

がある場合。 

１ 動員可能な全職員をもって当たるもので、完

全な非常体制とする。 

２ 総務部総務班で、動員可能な全職員を招集

し、各部の実動状態を考慮し適正配置を行う。 
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第２節 情報活動 
 本庁（総務部） 

 支所（地区対策部） 

 

地震発生時における、各種地震情報、被害発生情報等は、応急活動を効果的に実施するために

も重要であり、情報の収集、連絡を迅速かつ効果的に行い、被害規模の早期把握に努める。 

 

１ 地震に関する情報 

（１）緊急地震速報 

気象庁は、最大震度５弱以上または長周期地震動階級３以上の揺れが予想された場合に、震度４

以上または長周期地震動階級３以上が予想される地域（緊急地震速報で用いる区域）に対し、緊

急地震速報（警報）を発表する。 

また、最大震度３以上又はマグニチュード 3.5 以上もしくは長周期地震動階級１以上等と予想さ

れたときに、緊急地震速報（予報）を発表する。 

なお、緊急地震速報（警報）のうち震度６弱以上または長周期地震動階級４の揺れが予想される

場合のものを特別警報に位置付けている。 

緊急地震速報で用いる区域の名称 

都道府県名 
緊急地震速報で用

いる区域の名称 
市    町    名 

長 崎 県 

長崎県南西部 
長崎市、諫早市、大村市、西海市、西彼杵郡（長与町、時

津町） 

長崎県島原半島 島原市、南島原市、雲仙市 

長崎県北部 

佐世保市の一部（宇久町を除く）、平戸市、松浦市、 

東彼杵郡（東彼杵町、川棚町、波佐見町） 

北松浦郡の一部（佐々町） 

長崎県五島 
佐世保市の一部（宇久町に限る）、五島市、 

南松浦郡（新上五島町）、北松浦郡の一部（小値賀町） 

長崎県壱岐 壱岐市 

長崎県対馬 対馬市 

 

注）緊急地震速報は、地震が発生してからその揺れを検知して解析して発表する情報である。解

析や伝達に一定の時間（数秒程度）がかかるため、内陸の浅い場所で地震が発生した場合などに

おいて、震源に近い場所では緊急地震速報の提供が強い揺れの到達に原理的に間に合わない。 

 

（２）地震情報の種類、発表基準と内容 

地震情報の種類 発  表  基  準 内     容 

震度速報 ・震度３以上 

地震発生約１分半後に、震度３以

上を観測した地域名（全国 188 地

域に区分）と地震の揺れの検知時

刻を速報 
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震源に関する情報 

・震度３以上 

（津波警報または注意報を発表し

た場合は発表しない） 

「津波の心配がない」または「若

干の海面変動があるかもしれない

が被害の心配はない」旨を付加し

て、地震の発生場所（震源）やそ

の規模（マグニチュード）を発表 

震源・震度情報 

・震度１以上 

・津波警報・注意報発表または若

干の海面変動が予想された時 

・緊急地震速報（警報）発表時 

地震の発生場所（震源）やその規

模（マグニチュード）、震度１以上

を観測した地点と観測した震度を

発表 

それに加えて、震度３以上を観測

した地域名と市町村ごとの観測し

た震度を発表 

震度５弱以上と考えられる地域

で、震度を入手していない地点が

ある場合は、その市町村・地点名

を発表 

   

推計震度分布図 ・震度５弱以上 

観測した各地の震度データをもと

に、250ｍ四方ごとに推計した震度

（震度４以上）を図情報として発

表 

長周期地震動に関す

る観測情報 

・震度１以上を観測した地震のう

ち長周期地震動階級１以上を観測

した場合 

地域ごとの震度の最大値・長周期

地震動階級の最大値のほか、個別

の観測点毎に、長周期地震動階級

や長周期地震動の周期別階級等を

発表（地震発生から 10 分程度で 1

回発表） 

遠地地震に関する情

報 

国外で発生した地震について以下

のいずれかを満たした場合等※ 

・マグニチュード７．０以上 

・都市部等、著しい被害が発生す

る可能性がある地域で規模の大

きな地震を観測した場合 

※国外で発生した大規模噴火を覚

地した場合にも発表することが

ある。 

地震の発生時刻、発生場所（震

源）やその規模（マグニチュー

ド）を地震発生から概ね 30 分以内

に発表 

日本や国外への津波の影響に関し

ても記述して発表 

 

※国外で発生した大規模噴火を覚

地した噴火発生から１時間半～２

時間程度で発表 

その他の情報 

・顕著な地震の震源要素を更新し

た場合や地震が多発した場合な

ど 

顕著な地震の震源要素更新のお知

らせや地震が多発した場合の震度

１以上を観測した地震回数情報等

を発表 
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（３）地震活動に関する解説資料等 

地震情報以外に、地震活動の状況等をお知らせするために気象庁本庁及び福岡管区・長崎地方

気象台等が関係地方公共団体、報道機関等に提供している資料。 

解説資料等の種類 発表基準 内  容 

地震解説資料 
（全国速報版・地域速報
版） 

以下のいずれかを満たした場
合に、一つの現象に対して一
度だけ発表 
・津波警報、津波注意報発表
時（遠地地震による発表時除
く。 
・（担当地域で）震度４以上を
観測（ただし、地震が頻発し
ている場合、その都度の発表
はしない。） 

地震発生後 30 分程度を目途
に、地方公共団体が初動期の判
断のため、状況把握等に活用で
きるように、地震の概要、震度
や長周期地震動階級に関する情
報、津波警報や津波注意報等の
発表状況等、及び津波や地震の
図情報を取りまとめた資料。 
・地域開設資料（全国速報版） 
上記内容について、全国の状況
を取りまとめた資料。 
・地震解説資料（地域速報版） 
上記内容について、発表基準を
満たした都道府県別に取りまと
めた資料。 

地震解説資料 
（全国詳細版・地域詳細
版） 

以下のいずれかを満たした場
合に発表するほか、状況に応
じて必要となる続報を適宜発
表 
・津波警報、津波注意報発表
時 
・（担当地域で）震度５弱以上
を観測 
・社会的に関心の高い地震が
発生 

地震発生後１～２時間を目途に
第 1 号を発表する。 
・地震解説資料（全国詳細版） 
地震や津波の特徴を解説するた
め、地震解説資料（全国速報
版・地域速報版）の内容に加え
て、防災上の留意事項やその後
の地震活動の見通し、津波や長
周期地震動の観測状況、緊急地
震速報の発表状況、周辺の地域
の過去の地震活動など、より詳
しい状況等を取りまとめた資
料。 
・地震解説資料（地域詳細版） 
地震解説資料（全国詳細版）発
表以降に状況に応じて必要とな
る続報を適宜発表するととも
に、状況に応じて適切な解説を
加えることで防災対応を支援す
る資料（地域の地震活動状況に
応じて、単独で提供去ることも
ある。 

地震活動図 ・定期（毎月初旬） 

地震・津波に係る災害予想図の
作成、その他防災に係る活動を
支援するために、毎月の長崎県
の地震活動の状況をとりまとめ
た地震活動の傾向等を示す資
料。 

週間地震概況 ・定期（毎週金曜） 
防災に係る活動を支援するため
に、週ごとの全国の震度などを
とりまとめた資料。 

 

（４）震度計設置状況 

震度観測点名称 管理 観測点所在地 

平戸市岩の上町 気象庁 平戸市岩の上町字大膳原 321（平戸特別地域気象観測所） 
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平戸市鏡川町 防災科* 平戸市鏡川町 944-2（総合運動公園駐車場） 

平戸市志々伎町 防災科* 平戸市志々伎町字棚ノ田 712（ゲートボール場） 

平戸市生月町 長崎県 平戸市生月町里免 1660（生月支所） 

平戸市田平町 長崎県 平戸市田平町里免 27-1（田平支所） 

平戸市大島村 長崎県 平戸市大島村前平 1838-1（平戸市消防署大島出張所） 

*防災科・・・防災科学技術研究所 

（５）地震・津波情報の伝達系統図 

 

注１）二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１号及び第９条の規定に基づく

法定伝達先。  

注２）二重線の経路は、気象業務法第 15 条の２によって、特別警報の通知もしくは周知の措置

が義務づけられている伝達経路 
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２ 情報の収集、連絡 

 (1) 被害状況及び災害応急対策に関する情報 

   収集、伝達すべき情報の主なものは次のとおりとする。 

  ア 緊急要請事項 

  イ 火災の発生状況と延焼拡大状況 

  ウ 観光客等の状況 

  エ 避難状況 

  オ 避難所の設置状況 

  カ 災害応急対策実施状況 

  キ 生活必需物資の在庫及び供給状況 

  ク 医療救護施設の設置状況並びに医療救護施設及び病院の活動状況 

  ケ ガス、水道、電気等生活関連施設の状況 

  コ 復旧見込み等 

  サ 被害状況 

  シ 交通規制等道路交通状況 

  ス 自衛隊活動状況 

  セ 避難の指示又は警戒区域設定状況 

  ソ 避難生活の状況 

  タ 緊急輸送実施状況 

  チ 物資の価格、役務の対価動向 

 (2) 情報収集 

   市は、通信手段を確保するとともに、情報収集・伝達要員を24時間体制で確保して、迅速

かつ適切に情報収集に努める。 

  ア 市災害対策本部は、防災行政無線、消防無線及び自主防災組織を通じるなど、市におけ

る情報収集手段を用いながら迅速な情報の収集に努める。 

  イ インターネットを活用し、広く情報を収集していく。 

 (3) 地震発生直後の情報等の収集、連絡 

   市は、人的被害の状況、建築物の被害状況及び火災、津波、土砂災害の発生状況等の情報

を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県へ

連絡する。 

   また、大規模地震が発生した場合には、佐賀県玄海原子力発電所の被害情報を関係機関と

連携して収集し、必要に応じ、住民へ周知する。 

   なお、情報の収集にあたっては、原子力安全・保安院及び九州電力（株）等の情報提供に

十分留意するものとする。 

 (4) 応急対策活動情報の収集、連絡 

  ア 市は、県に応急対策の活動状況、災害対策本部設置状況等を連絡し、応援の必要性を連

絡する。  
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  イ 市は、県及び関係機関と連携し、応急対策活動情報に関し、必要に応じて相互に緊密な

情報交換を行う。 

  ウ 主な情報及び要請すべき事項 

   (ア) 緊急要請事項 

   (イ) 被害状況 

   (ウ) 市の災害応急対策実施状況 
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節 節    名 
基 本 計 画 編

参 照 ペ ー ジ 
各 節 の 使 用 方 法           

第３節 広報活動 260 

「第２編 基本計画編 第２章 

災害応急対策計画 第６節 災害

広報計画」を使用する。 
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第４節 自主防災活動 
 本庁（総務部 消防部） 

 支所（地区対策部） 

 

 市民の生命と財産を市民自らの手で守るため、地震発生時における地域の自主防災組織が行う

活動について定める。また、市は、各地域における自主防災組織に対して当計画に準じて活動に

取り組むよう推進していく。 

 

１ 組織本部の設営 

  活動拠点として、自主防災組織の本部を設営し、組織内における活動分担に沿って自主防災

活動に取り組む。 

２ 情報の収集・伝達 

 (1) 市からの地震等情報が、正確に全家庭に伝達されているか確認に努める。 

 (2) 地震予知情報等をテレビ、ラジオで入手するよう努める。 

３ 初期消火活動 

  可搬ポンプ等初期消火機材の点検と準備体制をとり、初期消火・出火防止に努める。 

４ 防災用資機材の配備活用 

  防災倉庫等に保管中の資機材を必要な場所に配備するとともに、必要な応急措置を実施す

る。 

５ 避難誘導活動 

  市は、あらかじめ決められた各地区の避難路に沿って、避難所（資料６－１参照）までの誘

導を行うが、避難路・避難所については、被災の状況に応じて変更されることも考えられ、地

区のリーダー、県及び関係機関と十分に連絡を取り合って、避難誘導に努める。また、高齢

者、障害者、乳幼児、外国籍住民等避難行動要支援者に対して十分に考慮し、優先的な実施に

努める。 

６ 救出救護活動 

  市は、災害時における病院・医院の緊急体制、救護所の設置場所等を確認し、負傷者の救

出、救護所への搬送、救護活動を行う。 

７ 給食給水活動 

  飲料水や食料などを確保し、避難所等において被災者に対し、配分・炊き出し等を実施す

る。 

８ 家庭内対策等 

  家庭内では、次の事項について各家庭へ呼びかけ、二次災害の防止、出火防止等に努める。 

 (1) 家具類の固定状況を確認する。 

 (2) タンス、食器戸棚、本棚等の上部の整理及び窓ガラスにガムテープをはる等の安全対策

を施す。 

 (3) 火気危険物の除去、消火器の確認及び水のくみおき等出火の防止対策を施す。 

 (4) 備蓄食料・飲料水の確認をする。
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節 節    名 
基 本 計 画 編

参 照 ペ ー ジ 
各 節 の 使 用 方 法           

第５節 緊急輸送活動 339 

「第２編 基本計画編 第２章 

災害応急対策計画 第20節 緊急

輸送計画及び第２節 自衛隊災害

派遣要請計画」を使用する。 

第６節 自衛隊災害派遣要請 216 
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第７節 広域応援活動 
 本庁（総務部 消防部） 

 支所（地区対策部） 

 

大規模災害等災害時においては、市だけでの災害応急対策の実施が困難となる場合は、市と防

災関係機関が相互に応援協力し、防災活動に万全を期する。 

 

１ 近隣の相互応援活動 

(1) 実施責任者 

災害応急対策を実施するため必要な人員、資機材等の確保及び連絡調整等は、市長が行

う。 

(2) 応援の要請等 

ア 災害が発生した場合、災害の状況及び必要とする応援内容を明らかにして、直ちに電話

又はファクシミリ等により、長崎県及び関係機関・団体に対し、応援を求め、又は応急措

置の実施を要請する。 

  なお、後日速やかに次の事項を明らかにした文書を県に提出する。 

(ア) 災害の状況及び応援を必要とする理由 

(イ) 応援を要する場所 

(ウ) 応援を必要とする期間、人員、資機材等 

(エ) 応援を必要とする経路 

(オ) 応援又は応急措置事項その他参考となるべき事項 

イ 応援要員の受け入れ体制 

防災関係機関が災害応急対策を実施するに際して、各機関が県外から必要な応援要員を

導入した場合、知事及び派遣先の市町長はこれらの要員のための宿泊施設等について、各

機関の要請に応じて可能な限り準備する。 

２ 消防の応援 

市は、被災地以外の近隣市町に対し、長崎県広域消防相互応援協定等に基づき、消防機関に

よる応援を要請する。要請を受けた市町は迅速かつ円滑な措置をとる。 

(1) 出動区分 

区  分 内      容 摘   要 

第一次出動 ① 火災等が発生した地域を管轄する消防機関が出動 

② 火災等が発生した市町との応援協定に基づき、火災等 

を認知又は覚知した隣接地域の消防機関が別命なく出動 

火災発生市の計

画に基づく出動 

第二次出動 火災等が発生した市町との応援協定に基づき、特に応援を

必要とする場合において 

① 受援市町からの要請 

③ 応援市町長からの命令 

火災等発生市町

の計画に基づく

出動 
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 等により隣接地域の消防機関が出動  

第三次出動 火災等が発生した市町の要請に基づき、県知事の出動要請

を受けた他市町の消防機関の出動 

① 受援市町からの要請 

支援市町の計画

と県の調整に基

づく出動 

(2) 応援要請の手続要領 

ア 応援要請の手順は次の系統図により行う。ただし、緊急止むを得ない場合は、この限りでな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 市が他の市町に対して応援要請をしようとするときは、あらかじめ（止むを得ない場合

においては事後に）次の事項を県に対し、報告しなければならない。 

(ア) 火災等の種別（建物火災、林野火災、船舶火災等） 

(イ) 火災等の状況 

(ウ) 気象関係 

(エ) 今後の判断 

(オ) 応援消防力及び必要機材 

(カ) その他の必要事項 

 なお、報告要領については電話、ＦＡＸ等適宜な方法により実施する。 

(3) 応援消防力 

他市町に対する応援可能な消防力の規模については、市町現有消防力のおおむね３分の１

以内とする。 

(4) 応援部隊の任務 

火災現場等に到着した応援部隊の長は、直ちに現地の最高指揮官に到着申告を行って、そ

の指揮下に入り、担当すべき部署について指示を受けなければならない。 

(5) 隣接県との相互応援協定 

佐賀県市町と長崎県市町間との相互応援協定は、「長崎県、佐賀県境市町村消防相互応援

協定」（昭和41年２月25日締結）により、相互に受・支援する。 

県  内 

応援 

要請 

その他の

市町   

火災等発生市町 

協定市町 

長  崎  県 

報告 

応援  要請 

地方本部管内 

応援 

要請 

その他の 

市町  

火災等発生市町 

協定市町 

県北振興局 

報告・要請 

応援  要請 

長  崎  県 

報告 
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３ 県への報告及び応援 

(1) 市に応援対象災害が発生したときは、応援要請後、直ちに県北振興局を経由して県に災

害の状況等を通報し、応援等に関して、必要な指導及び調整を求める。 

 (2) 知事は、大規模災害時において、協定市町の応援のみでは、十分に被災者の救援等の応

急対策が実施できないと判断したときは、県北振興局に対して必要な指示を行うとともに、

協定市町以外の市町及び他県に応援を要請する。 

４ 自衛隊の支援 

  自衛隊の支援については、本章第６節「自衛隊災害派遣要請」を参照のこと。 
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第８節 災害の拡大防止活動 
 本庁（総務部 消防部 市民生活

部 福祉部 建設部） 
 支所（地区対策部） 

 

１ 消防活動 

  地震が発生したときは、各地に同時に火災が多発する可能性が大きく、次の基本方針により

消防活動を行う。 

 (1) 基本方針 

  ア 市民、自主防災組織及び事業所等は、自らの生命及び財産を守るため、発災後初期段階

においては、出火防止活動及び初期消火活動を実施する。 

  イ 地域の市民は協力して可能な限り消防活動を行い、火災の拡大を防止する。特に危険物

を取り扱う事業所においては二次災害の防止に努める。 

  ウ 地震発生数時間後、電気の回復による出火やガス配管の破損による引火等により出火す

る事例を踏まえ、震災後数日間は、火災警戒を怠らないよう一般への広報に留意する。 

 (2) 消防本部及び消防団の活動 

  ア 火災発生状況の把握 

    被災市町は、速やかに管轄区域内の火災の全体状況を把握し、迅速に重点的な部隊の配

置を行う。 

    消防長は、消防署及び消防団を指揮し、管内の消防活動に関する次の情報を収集し、市

災害対策本部及び警察署と相互に連絡を行う。 

   (ア) 延焼火災の状況 

   (イ) 自主防災組織の活動状況 

   (ウ) 消防ポンプ自動車等の通行可能道路 

   (エ) 消防ポンプ自動車その他の車両、消防無線等通信連絡施設及び消防水利等の活用可

能状況 

  イ 消防活動の留意事項 

    消防長は地震発生の際の火災の特殊性を考慮し、次の事項に留意し、消防活動を指揮す

る。 

   (ア) 延焼火災件数の少ない地区は、集中的な消火活動を実施し、安全地区を確保する。 

   (イ) 多数の延焼火災が発生している地区は、市民の避難誘導を直ちに開始し、必要に応

じ、避難路の確保等市民の安全確保を最優先とする活動を行う。 

   (ウ) 危険物の漏えい等により火災が拡大し、又はそのおそれがある地区は、市民等の立

入り禁止、避難誘導等の安全措置をとる。 

   (エ) 救援活動の拠点となる病院、避難地、幹線避難路及び防災活動の拠点となる施設等

の火災防御を優先して行う。 

   (オ) 自主防災組織が実施する消火活動との連携、指導に努める。 
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ウ 消防の応援 

    被災地以外の市町は、被災市町からの要請又は相互応援協定に基づき消防機関による応

援の迅速かつ円滑な実施に努める。 

    実施に当たっては、本章第７節「２ 消防の応援」に定めるところによる。 

 (3) 事業所の活動 

   事業所においては、地震発生時において、次の措置を講ずる。 

  ア 火災予防装置 

    火気の消火及びＬＰガス、高圧ガス、石油類等の供給の遮断の確認、ガス、石油類、毒

物、劇物等の流失等異常発生の有無の点検を行い、必要な防災装置を講ずる。 

  イ 火災が発生した場合の措置 

    自衛消防隊等の防災組織による初期消火及び延焼防止活動を行う。また、必要に応じて

従業員、顧客等の避難誘導を行う。 

  ウ 災害拡大防止措置 

    高圧ガス、火薬類、石油類、毒物、劇物等を取り扱う事業所において異常が発生し、災

害が拡大するおそれがあるときは、次の措置を講ずる。 

   (ア) 周辺地域の居住者に対して避難等の行動をとるうえで必要な情報を伝達する。 

   (イ) 警察、最寄りの防災機関へかけつける等可能な手段により直ちに通報する。 

   (ウ) 立入禁止等の必要な防災措置を講ずる。 

 (4) 自主防災組織の活動 

  ア 各家庭におけるガス栓の閉止、ＬＰガス容器のバルブの閉止等の相互呼びかけを実施

し、その点検、確認を行う。 

  イ 火災が発生したときは消火器、可搬ポンプ等を活用して初期の消防活動に努める。 

  ウ 消防職員、消防団員が到着したときはその指揮に従う。 

 (5) 市民の活動 

  ア 火気の遮断 

    使用中のガス、石油ストーブ、電気ヒーター等の火気を直ちに遮断するとともにＬＰガ

スはボンベのバルブ、石油類のタンクはタンクの元バルブをそれぞれ閉止する。 

  イ 初期消火活動 

    火災が発生した場合は消火器、くみおき水等で消防活動を行う。 

２ 水防活動 

  地震による、津波及び洪水に対する水防活動を行う。 

 (1) 水防管理者及び水防管理団体の活動 

  ア 地震による津波、洪水が予想され、著しい危険が切迫していると認められるときは、水

防管理者（市長）は、必要とする区域の居住者に対し避難の呼びかけを行う。 

    なお、呼びかけを行った旨を、当該地域を管轄する警察署長に通知する。 
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イ 水防管理者（市長）、水防団長又は消防機関の長は水防上危険な箇所を発見したとき

は、直ちに関係機関及び当該施設の管理者に連絡し、必要な措置を要請し、緊急を要する

場合は、必要な措置を行い、被害が拡大しないように努める。 

  ウ 河川、ため池、水門、樋門等の管理者は被害状況を把握し、直ちに関係機関に通報する

とともに、必要な応急措置を講ずる。 

 (2) 水防活動の応援要請 

  ア 水防管理団体は、相互に協力するとともに、必要に応じ応援を要請する。 

   (ア) 水防管理者（市長）は、水防上必要があるときは、あらかじめ相互に協定した隣接

水防管理者に対し応援を要請する。 

   (イ) 水防区長は、管轄区域の相互応援についての調整を行うとともに必要に応じて自衛

隊及び警察官の出動を水防本部に要請する。 

  イ 市長は、必要があるときは、次の事項を示し、自衛隊の派遣、又は警察官の出動を県に

要請する。 

   (ア) 応援を必要とする理由 

   (イ) 応援を必要とする場所 

   (ウ) 応援を必要とする人員、資機材等 

   (エ) その他応援に関し必要な事項 

３ 人命の救出、救急活動 

  震災のため、倒壊家屋の下敷きになるなど、生命身体が危険な状態にある者、あるいは生死

不明の状態にあるものに対し、捜索又は救出、救急活動を行い、その者の保護を図る。 

 (1) 救出活動の実施者 

  ア 救出は原則として、市長、消防機関、警察機関、海上保安部・署が実施する。 

  イ 初期の活動として、市民及び自主防災組織は自発的に被災者の救出、救急活動を行う。 

  ウ 基本法及び他の法令の規定により災害応急措置の実施責任を有する者は、救出を実施

し、又は市長等に協力する。 

  エ その他救助法を適用した場合は、本章第10節「災害救助法の適用」による。 

 (2) 救出対象者 

   救出対象者は、おおむね次の状態にある者とする。 

  ア 火災の際に火中に取り残された場合 

  イ 地震又は地震に伴う山崩れ等のため倒壊家屋の下敷きとなったような場合 

  ウ 流失家屋とともに流されたり、孤立した地点に取り残された場合 

  エ 山津波により生き埋めになったような場合 

  オ 地震、津波等災害により海上又は沿岸において遭難した人命、船舶、航空機あるいは陸

上災害により海上に流失したような場合 

  カ 災害のため生死不明の状態にある者で、かつ、諸般の情勢から生存していると推定され

る者、又は生存が明らかでない者 

  



 □3 〈２.応急〉第８節 災害の拡大防止活動  

〔平戸防〕                                          717 

 (3) 救出の方法 

  ア 市の救出活動 

   (ア) 消防機関を主体とした救出班を編成し、救出作業を実施する。 

   (イ) 救出活動に必要な車両船艇、特殊機械器具、ロープ等の資機材を確保し、迅速かつ

的確な救出活動を実施する。 

   (ウ) 市による救出が困難なときは、速やかに隣接市町、警察、自衛隊等の応援を求め

る。 

  イ 自主防災組織の救出活動 

    自主防災組織は、組織内における被害状況を調査し、要救出者等の早期発見に努め、要

救出者を発見した場合は、迅速に救出活動を行い、市、消防機関、警察等に連絡し、早期

救出に努める。 

 (4) 救急活動 

  ア 初期救急活動 

    被災地における市民や自主防災組織、消防団等は、救急関係機関が到着するまでの間、

可能な限り応急手当ての実施に努める。 

  イ 市の救急活動 

    医療機関、運輸機関等の協力を求め救急活動を実施するとともに、多数の傷病者が発生

し、他市町の応援を必要とするときは、応援協定に基づき、県及び近隣市町に対し、応援

出動を要請する。 

４ 被災建築物等に対する安全対策 

  地震により建築物等が被害を受けたときは、その後の地震等による人的被害の発生を防止す

るため、次の安全対策を実施する。 

 (1) 市は、建築技術者等を活用して被災建築物等の応急危険度の判定を速やかに行うととも

に、必要な措置を講ずる。 

 (2) 市民は、自らの生命及び財産を守るため、被災建築物等の安全性を確認する。 

５ 二次災害の防止 

  余震又は降雨等による水害、土砂災害、余震による建築物、構造物の倒壊等に備え、二次災

害防止施策を講ずる。 

  なお、災害発生のおそれがある場合は、速やかに適切な避難対策を実施する。（本章第９節

「避難収容活動」参照のこと。） 
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実 施 者 実     施     内     容 

市及び県 ○ 二次災害的な水害、土砂災害等の危険箇所の点検を、専門技術者等を活

用して行い、その結果、危険性が高いと判断された箇所については、関係

機関や市民に周知を図り、不安定土砂の除去、仮設防護柵の設置等の応急

工事、適切な警戒避難体制の整備などの応急対策を行う。 

○ 市は、余震等による建築物等の倒壊に関して、建築技術者等を活用し

て、被災建築物や被災宅地等に対する応急危険度判定を速やかに行うとと

もに災害の発生の恐れのある場合は速やかに適切な避難対策を実施するも

のとする。 

○ 高潮、波浪、潮位の変化による浸水を防止するため、海岸保全施設等の

点検を行うとともに、必要に応じて、応急工事、適切な警戒避難体制の整

備などの応急対策を行う。 

○ 関係機関及び工場・事業場と連絡を取り、有害物質の漏洩及びアスベス

トの飛散の有無、汚染状況、原因等、必要な情報の迅速かつ的確な収集を

行う。 

危険物施設等

の管理者 

○ 石油コンビナート等の危険物施設等及び火災原因となるおそれのある薬

品を管理する施設等の管理者は、爆発等の二次災害防止のため、施設の点

検、応急措置を行う。また、爆発のおそれが生じた場合は、速やかに関係

機関に連絡する。 

市、県及び事

業者 

○ 有害物質の漏洩及びアスベストの飛散を防止するため、施設の点検、応

急措置関係機関への連絡、環境モニタリング等の対策を行う。 
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第９節 避難収容活動 
 本庁（総務部 消防部 市民生活

部 福祉部 教育部） 
 支所（地区対策部 教育部） 

 

大規模地震発生時においては、土砂災害、家屋倒壊、津波等の発生が予想されるなか、迅速、

的確な避難活動を行う必要があるため、市は、避難のための可能な限りの措置をとることによ 

り、生命、身体の安全の確保に努める。その際、避難行動要支援者についても十分考慮する。 

具体的な計画については、第２編第２章第11節「避難収容計画」に準ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 □3〈２.応急〉第 10 節～第 17 節 

720                                           〔平戸防〕 

節 節    名 
基 本 計 画 編

参 照 ペ ー ジ 
各 節 の 使 用 方 法           

第10節 災害救助法の適用 288 「第２編 基本計画編 第２章 

災害応急対策計画 第10節、第

13節、第14節、第15節、第16

節、第17節、第19節、第24節」

を使用する。 

第11節 遺体捜索及び収容埋葬計画 323 

第12節 食料供給計画 326 

第13節 衣類及び生活必需品供給計画 328 

第14節 給水計画 330 

第15節 
応急仮設住宅及び住宅の応急修理

計画 
332 

第16節 保健衛生計画 335 

第17節 救急医療対策計画 370 
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第18節 福祉に係る対策 
 本庁（総務部 福祉部） 
 支所（地区対策部） 

 

 非常災害の発生に際して、市は、災害の規模及び市における行政機能状況等を勘案し、次の点

に留意し、福祉に係る災害応急対策を実施する。 

 

 ① 災害発生により新たに発生する食料・物資の分配業務、遺体の取扱業務等の災害救助関係

業務と並行して、避難行動要支援者に対する福祉サービス等の福祉関係業務の増大にも対応

できるよう、業務処理体制の確保に努める。 

 ② 近隣市町民生部局と災害援助協定を締結している場合にあっては、速やかに応援を要請す

る。 

 ③ 県を通じ、厚生労働省社会・援護局に対し、他県の市町村民生部局職員の応援を要請す

る。 

 ④ 応急仮設住宅における保健福祉サービスの実施に代表されるように、災害発生後一定の期

間経過後に開始されるべき業務が数多く存在することから、時間の経過とともに変化する状

況に対応した組織と人員の投入に留意し、対策を講ずる。 

 

１ 社会福祉施設等に係る対策 

 (1) 被災社会福祉施設等は、あらかじめ定めた避難誘導方法等に従い、速やかに入所者の安

全を確保する。 

 (2) 被災地に隣接する社会福祉施設等は、施設機能を低下させない範囲内で、援護の必要性

の高い被災者を優先し、施設への受け入れに努める。 

 (3) 被災社会福祉施設等は、水、食料品等の日時用生活用品及びマンパワーの不足数につい

て把握し、近隣施設、県・市等に支援要請する。 

 (4) 市は、次の点に重点を置いて社会福祉施設等の支援を行う。 

  ア ライフラインの復旧について、優先的な対応が行われるよう事業者へ要請する。 

  イ 復旧までの間、水、食料品等の必須の日常生活用品の確保のための措置を講ずる。 

  ウ ボランティアへの情報提供などを含めマンパワーを確保する。 

 

２ 児童に係る対策 

 (1) 市は、次の方法等により、被災による孤児、遺児等の要保護児童の発見、把握及び援護

を行う。 

  ア 避難所の責任者等を通じ、避難所における児童福祉施設からの避難児童、保護者の疾患

等により発生する要保護児童の実態を把握し、県・市に対し、通報がなされる措置を講ず

る。 

  イ 住宅基本台帳による犠牲者の確認、災害による死亡者に係る義援金の受給者名簿及び市

民からの通報等を活用し、孤児、遺児を速やかに発見するとともにその実態把握を行う。 



 □3〈２.応急〉第 18 節 福祉に係る対策 

722                                           〔平戸防〕 

  ウ 市は、避難児童及び孤児、遺児等の要保護児童の実態を把握し、その情報を親族等に提

供する。 

  エ 孤児、遺児等保護を必要とする児童を発見した場合には、親族による受け入れの可能性

を探るとともに、児童養護施設への受け入れや里親への委託等の保護を行うこと。 

    また、孤児、遺児については、母子寡婦福祉資金の貸付を積極的に行うなど社会生活を

営む上での経済的支援を行う。 

 (2) 市は、被災者に対し、掲示板、広報紙等の活用、報道機関の協力、インターネットの活

用により、要保護児童を発見した際の保護及び児童相談所等に対する通報への協力を呼びか

けるとともに、育児関連用品の供給状況、利用可能な児童福祉サービスの状況、児童福祉施

設の被災状況及び復旧状況等について的確な情報提供を行う。 
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節 節    名 
基 本 計 画 編

参 照 ペ ー ジ 
各 節 の 使 用 方 法           

第19節 応急教育活動 361 
「第２編 基本計画編 第２章 

災害応急対策計画 第21節、第

22節、第28節」を使用する。 

第20節 ライフライン施設応急対策計画 365 

第21節 自発的支援の受入れ 405 
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